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令和７年度大学入学者選抜実施要項見直し（案） 

 

令和６年度大学入学者選抜実施要項 見直し予告（令和３年７月）イメージ案 令和７年度大学入学者選抜実施要項（案） 

第１ 基本方針 

大学入学者選抜は、各大学（専門職大学及び短期大学（専門職短期大

学を含む。以下同じ。）を含む。以下同じ。）が、それぞれの教育理念

に基づき、生徒が高等学校段階までに身に付けた力を、大学において発

展・向上させ、社会へ送り出すという大学教育の一貫したプロセスを前

提として、各大学が、学校教育法施行規則第 165 条の 2 の規定に基づき

卒業認定・学位授与の方針（以下「ディプロマ・ポリシー」という。）

や教育課程編成・実施の方針（以下「カリキュラム・ポリシー」とい

う。）を踏まえ定める入学者受入れの方針（以下「アドミッション・ポ

リシー」という。）に基づき、大学への入口段階で入学者に求める力を

多面的・総合的に評価・判定することを役割とするものである。 

 

このことを踏まえ、各大学は、入学者の選抜を行うに当たり、公正か

つ妥当な方法によって、入学志願者の能力・意欲・適性等を多面的・総

合的に評価・判定する。その際、各大学は、年齢、性別、国籍、家庭環

境等に関して多様な背景を持った学生の受入れに配慮する。あわせて、

高等学校（中等教育学校の後期課程及び特別支援学校の高等部を含む。

第 13 の 11(２)を除き、以下同じ。）における適切な教育の実施を阻害

することとならないよう配慮する。 

 

 

 

 

能力・意欲・適性等の評価・判定に当たっては、アドミッション・ポ

リシーに基づき、学力を構成する特に重要な以下の三つの要素のそれぞ

れを適切に把握するよう十分留意する。その際、入学後の教育との関連

を十分に踏まえた上で、入試方法の多様化、評価尺度の多元化に努め

る。なお、高等学校の学科ごとの特性にも配慮する。 

① 基礎的・基本的な知識・技能（以下「知識・技能」という。） 

② 知識・技能を活用して、自ら課題を発見し、その解決に向けて探

究し、成果等を表現するために必要な思考力・判断力・表現力等の

能力（以下「思考力・判断力・表現力等」という。） 

③ 主体性を持ち、多様な人々と協働しつつ学習する態度 

第２ アドミッション・ポリシー 

アドミッション・ポリシーの策定については、ディプロマ・ポリシー

及びカリキュラム・ポリシーを踏まえ、これらの方針に基づく教育を受

ける学生の選抜の方針としてふさわしいものとなるよう留意して策定す

る。 

このために、各大学の特色や教育研究上の強み、社会的役割等を踏ま

え、ディプロマ・ポリシーにおいて、当該大学において育成を目指す人

材像とそれに基づく学生が身に付けるべき資質・能力の目標を記述する

とともに、カリキュラム・ポリシーにおいて、ディプロマ・ポリシーの

達成のために、どのような教育課程に基づきどのような学修を行うのか

を記述することとする。 

さらに、これらを踏まえ、アドミッション・ポリシーにおいて、抽象

的な「求める学生像」だけではなく、入学志願者に高等学校段階までに

どのような力を培うことを求めるのか、そうした力をどのような基準・

方法によって評価・判定するのかなどについて可能な限り具体的に設定

第１ 基本方針 

大学入学者選抜は，各大学（専門職大学及び短期大学（専門職短期大

学を含む。以下同じ。）を含む。以下同じ。）が，それぞれの教育理念

に基づき，生徒が高等学校段階までに身に付けた力を，大学において発

展・向上させ，社会へ送り出すという大学教育の一貫したプロセスを前

提として，各大学が，学校教育法施行規則第 165 条の 2 の規定に基づき

卒業認定・学位授与の方針（以下「ディプロマ・ポリシー」という。）

や教育課程編成・実施の方針（以下「カリキュラム・ポリシー」とい

う。）を踏まえ定める入学者受入れの方針（以下「アドミッション・ポ

リシー」という。）に基づき，当該大学において学修し，卒業するため

に大学への入口段階で入学者に必要な能力・適性等を多面的・総合的に

評価・判定することを役割とするものである。 

このことを踏まえ，各大学は，入学者の選抜を行うに当たり，公正か

つ妥当な方法によって，受験機会や入試方法における公平性・公正性の

確保を図りつつ，入学志願者の能力・意欲・適性等を多面的・総合的に

評価・判定する。その際，各大学は，年齢，性別，障害の有無，国籍，

家庭環境，居住地域等に関して多様な背景を持った学生の受入れに配慮

する。 

あわせて，大学入学者選抜は，高等学校（中等教育学校の後期課程及

び特別支援学校の高等部を含む。第 13 の８(２)を除き，以下同じ。）に

おける教育と大学における教育を接続する教育の一環として実施するも

のであり，高等学校における適切な教育の実施を阻害することとならな

いよう配慮する。 

能力・意欲・適性等の評価・判定に当たっては，アドミッション・ポ

リシーに基づき，学力を構成する特に重要な以下の三つの要素のそれぞ

れを適切に把握するよう十分留意する。その際，入学後の教育との関連

を十分に踏まえた上で，入試方法の多様化，評価尺度の多元化に努め

る。なお，高等学校の学科ごとの特性にも配慮する。 

① 基礎的・基本的な知識・技能（以下「知識・技能」という。） 

② 知識・技能を活用して，自ら課題を発見し，その解決に向けて探

究し，成果等を表現するために必要な思考力・判断力・表現力等の

能力（以下「思考力・判断力・表現力等」という。） 

③ 主体性を持ち，多様な人々と協働しつつ学習する態度 

第２ （同左） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

第１ 基本方針 

大学入学者選抜は、各大学（専門職大学及び短期大学（専門職短期大

学を含む。以下同じ。）を含む。以下同じ。）が、それぞれの教育理念

に基づき、生徒が高等学校段階までに身に付けた力を、大学において発

展・向上させ、社会へ送り出すという大学教育の一貫したプロセスを前

提として、各大学が、学校教育法施行規則第 165 条の 2 の規定に基づき

卒業認定・学位授与の方針（以下「ディプロマ・ポリシー」という。）

や教育課程編成・実施の方針（以下「カリキュラム・ポリシー」とい

う。）を踏まえ定める入学者受入れの方針（以下「アドミッション・ポ

リシー」という。）に基づき、当該大学において学修し、卒業するため

に大学への入口段階で入学者に必要な能力・適性等を多面的・総合的に

評価・判定することを役割とするものである。 

このことを踏まえ、各大学は、入学者の選抜を行うに当たり、公正か

つ妥当な方法によって、受験機会や入試方法における公平性・公正性の

確保を図りつつ、入学志願者の能力・意欲・適性等を多面的・総合的に

評価・判定する。その際、各大学は、年齢、性別、障害の有無、国籍、

家庭環境、居住地域等に関して多様な背景を持った学生の受入れに配慮

する。 

あわせて、大学入学者選抜は、高等学校（中等教育学校の後期課程及

び特別支援学校の高等部を含む。第 13 の 11(２)を除き、以下同じ。）に

おける教育と大学における教育を接続する教育の一環として実施するも

のであり、高等学校における適切な教育の実施を阻害することとならな

いよう配慮する。 

能力・意欲・適性等の評価・判定に当たっては、アドミッション・ポ

リシーに基づき、学力を構成する特に重要な以下の三つの要素のそれぞ

れを適切に把握するよう十分留意する。その際、入学後の教育との関連

を十分に踏まえた上で、入試方法の多様化、評価尺度の多元化に努め

る。なお、高等学校の学科ごとの特性にも配慮する。 

① 基礎的・基本的な知識・技能（以下「知識・技能」という。） 

② 知識・技能を活用して、自ら課題を発見し、その解決に向けて探

究し、成果等を表現するために必要な思考力・判断力・表現力等の

能力（以下「思考力・判断力・表現力等」という。） 

③ 主体性を持ち、多様な人々と協働しつつ学習する態度 

第２ アドミッション・ポリシー 

アドミッション・ポリシーの策定については、ディプロマ・ポリシー

及びカリキュラム・ポリシーを踏まえ、これらの方針に基づく教育を受

ける学生の選抜の方針としてふさわしいものとなるよう留意して策定す

る。 

このために、各大学の特色や教育研究上の強み、社会的役割等を踏ま

え、ディプロマ・ポリシーにおいて、当該大学において育成を目指す人

材像とそれに基づく学生が身に付けるべき資質・能力の目標を記述する

とともに、カリキュラム・ポリシーにおいて、ディプロマ・ポリシーの

達成のために、どのような教育課程に基づきどのような学修を行うのか

を記述することとする。 

さらに、これらを踏まえ、アドミッション・ポリシーにおいて、抽象

的な「求める学生像」だけではなく、入学志願者に高等学校段階までに

どのような力を培うことを求めるのか、そうした力をどのような基準・

方法によって評価・判定するのかなどについて可能な限り具体的に設定

R6以前の要項において予告の内容を既に反映した箇所、予告の内容をそのまま今回反映した箇所 

予告の内容を改定して今回変更した箇所、予告の内容に関わらず改訂した箇所 

注 見直しに係る予告(令和３年 7 月)イメージ案の「(同左)」は、令和４年度大学入学者選抜実施要項の比較内容を示すものである。 
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する。その際、第１に示す三つの要素については、各大学の特色等に応

じて具体的な評価・判定方法や要素ごとの評価・判定の重み付け等につ

いて検討の上、それぞれについて適切に評価・判定するよう努める。 

あわせて、入学後の教育課程を踏まえ、高等学校で履修すべき科目や

取得しておくことが望ましい資格等を列挙するなど「何をどの程度学ん

できてほしいか」をできる限り具体的に記述する。 

また、記述する科目・資格等は、高等学校教育の内容・水準に十分配

慮したものとする。 

なお、各大学におけるアドミッション・ポリシーの策定・公表に当た

っては、「「卒業認定・学位授与の方針」（ディプロマ・ポリシー）、

「教育課程編成・実施の方針」（カリキュラム・ポリシー）及び「入学

者受入れの方針」（アドミッション・ポリシー）の策定及び運用に関す

るガイドライン」（平成 28 年３月 31 日中央教育審議会大学分科会大学

教育部会）及び「教学マネジメント指針（追補）」（令和５年２月 24

日中央教育審議会大学分科会）も参考にされたい。 

第３ 入試方法 

１ 入学者の選抜は、調査書の内容、学力検査、小論文、「平成 33 年度

大学入学者選抜実施要項の見直しに係る予告（平成 29 年７月）」（以

下「見直しに係る予告」という。）で示した入学志願者本人の記載する

資料等＊により、入学志願者の能力・意欲・適性等を多面的・総合的に

評価・判定する入試方法（以下「一般選抜」という。）による。 
＊入学志願者本人が記載する資料の他、エッセイ、面接、ディベート、集団討論、プ

レゼンテーション、各種大会や顕彰等の記録、総合的な学習の時間などにおける生

徒の探究的な学習の成果等に関する資料やその面談等。 
２ 一般選抜のほか、各大学の判断により、入学定員の一部について、以

下のような多様な入試方法を工夫することが望ましい。 

 
 
 

 

 

 

  

 
 

 

 

(1) 総合型選抜 

詳細な書類審査と時間をかけた丁寧な面接等を組み合わせること

によって、入学志願者の能力・適性や学習に対する意欲、目的意識

等を総合的に評価・判定する入試方法。 

この方法による場合は、以下の点に留意する。 

① 入学志願者自らの意志で出願できる公募制という性格に鑑み、

「見直しに係る予告」で示した入学志願者本人の記載する資料＊

を積極的に活用する。 
＊入学志願者本人が記載する活動報告書、大学入学希望理由書及び学修計画書等。 

② 総合型選抜の趣旨に鑑み、合否判定に当たっては、入学志願者

の能力・意欲・適性等を多面的・総合的に評価・判定する。な

お、高度な専門知識等が必要な職業分野に求められる人材養成を

目的とする学部・学科等において、総合型選抜を実施する場合に

は、当該職業分野を目指すことに関する入学志願者の意欲・適性

等を特に重視した評価・判定に留意する。 

③ 大学教育を受けるために必要な知識・技能、思考力・判断力・

表現力等も適切に評価するため、調査書等の出願書類だけではな

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 入試方法 

１ 入学者の選抜は，調査書の内容，学力検査（第６の１に示す個別学力

検査又は第６の２に示す大学入学共通テスト。以下同じ。），小論文，

入学志願者本人の記載する資料等＊を，大学・学部等の目的，特色，専門

分野等の特性，選抜区分の特色等に応じて組み合わせ，入学志願者の能

力・意欲・適性等を多面的・総合的に評価・判定する入試方法による。 

 

 

その際，下記(1)のほか，各大学の判断により，入学定員の一部につい

て，下記(2)及び(3)のような多様な入試方法を工夫することが望まし

い。 
＊入学志願者本人が記載する資料の他，エッセイ，面接，ディベート，集団討論，プレ

ゼンテーション，各種大会や顕彰等の記録，総合的な探究の時間などにおける生徒の

探究的な学習の成果等に関する資料やその面談等。 

(1) 一般選抜 

学力検査，小論文等を主な資料とし，また，大学・学部等の目

的，特色，専門分野等の特性によっては実技検査等を主な資料に加

えつつ，調査書，入学志願者本人の記載する資料等を組み合わせ

て，入学志願者の能力・意欲・適性等を評価・判定する入試方法。 

(2) 総合型選抜 

詳細な書類審査と時間をかけた丁寧な面接等を組み合わせること

によって，入学志願者の能力・適性や学習に対する意欲，目的意識

等を総合的に評価・判定する入試方法。 

この方法による場合は，以下の点に留意する。 

① 入学志願者自らの意志で出願できる公募制という性格に鑑み，

入学志願者本人の記載する資料＊を積極的に活用する。 
＊入学志願者本人が記載する活動報告書，大学入学希望理由書及び学修計画書等。 

 

② 総合型選抜の趣旨に鑑み，合否判定に当たっては，入学志願者

の能力・意欲・適性等を多面的・総合的に評価・判定する。な

お，高度な専門知識等が必要な職業分野に求められる人材養成を

目的とする学部・学科等において，総合型選抜を実施する場合に

は，当該職業分野を目指すことに関する入学志願者の意欲・適性

等を特に重視した評価・判定に留意する。 

③ 大学教育を受けるために必要な知識・技能，思考力・判断力・表現力も

適切に評価するため，調査書等の出願書類だけではなく，大学入学共通テス

する。その際、第１に示す三つの要素については、各大学の特色等に応

じて具体的な評価・判定方法や要素ごとの評価・判定の重み付け等につ

いて検討の上、それぞれについて適切に評価・判定するよう努める。 

あわせて、入学後の教育課程を踏まえ、高等学校で履修すべき科目や

取得しておくことが望ましい資格等を列挙するなど「何をどの程度学ん

できてほしいか」をできる限り具体的に記述する。 

また、記述する科目・資格等は、高等学校教育の内容・水準に十分配

慮したものとする。 

なお、各大学におけるアドミッション・ポリシーの策定・公表に当た

っては、「「卒業認定・学位授与の方針」（ディプロマ・ポリシー）、

「教育課程編成・実施の方針」（カリキュラム・ポリシー）及び「入学

者受入れの方針」（アドミッション・ポリシー）の策定及び運用に関す

るガイドライン」（平成 28 年３月 31 日中央教育審議会大学分科会大学

教育部会）及び「教学マネジメント指針（追補）」（令和５年２月 24 日

中央教育審議会大学分科会）も参考にされたい。 

第３ 入試方法 

１ 入学者の選抜は、調査書の内容、第６に掲げる学力検査（第６の１に

示す個別学力検査又は第６の２に示す大学入学共通テスト。以下同

じ。）、小論文、入学志願者本人の記載する資料等＊を、大学・学部等の

目的、特色、専門分野等の特性、選抜区分の特色等に応じて組み合わ

せ、入学志願者の能力・意欲・適性等を多面的・総合的に評価・判定す

る入試方法による。 

 

その際、下記(1)のほか、各大学の判断により、入学定員の一部につい

て、下記(2)及び(3)のような多様な入試方法を工夫することが望まし

い。 
＊入学志願者本人が記載する資料の他、エッセイ、面接、ディベート、集団討論、プ

レゼンテーション、各種大会や顕彰等の記録、総合的な探究の時間などにおける生

徒の探究的な学習の成果等に関する資料やその面談等。 

(1) 一般選抜 

学力検査、小論文等を主な資料とし、また、大学・学部等の目

的、特色、専門分野等の特性によっては実技検査等を主な資料に加

えつつ、調査書、入学志願者本人の記載する資料等を組み合わせ

て、入学志願者の能力・意欲・適性等を評価・判定する入試方法。 

(2) 総合型選抜 

詳細な書類審査と時間をかけた丁寧な面接等を組み合わせること

によって、入学志願者の能力・適性や学習に対する意欲、目的意識

等を総合的に評価・判定する入試方法。 

この方法による場合は、以下の点に留意する。 

① 入学志願者自らの意志で出願できる公募制という性格に鑑み、

入学志願者本人の記載する資料＊を積極的に活用する。 
＊入学志願者本人が記載する活動報告書、大学入学希望理由書及び学修計画書等。 

 

② 総合型選抜の趣旨に鑑み、合否判定に当たっては、入学志願者

の能力・意欲・適性等を多面的・総合的に評価・判定する。な

お、高度な専門知識等が必要な職業分野に求められる人材養成を

目的とする学部・学科等において、総合型選抜を実施する場合に

は、当該職業分野を目指すことに関する入学志願者の意欲・適性

等を特に重視した評価・判定に留意する。 

③ 大学教育を受けるために必要な知識・技能、思考力・判断力・

表現力等も適切に評価するため、調査書等の出願書類だけではな

R6以前の要項において予告の内容を既に反映した箇所、予告の内容をそのまま今回反映した箇所 

予告の内容を改定して今回変更した箇所、予告の内容に関わらず改訂した箇所 

注 見直しに係る予告(令和３年 7 月)イメージ案の「(同左)」は、令和４年度大学入学者選抜実施要項の比較内容を示すものである。 
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く、「見直しに係る予告」で示した評価方法等＊又は大学入学共

通テストのうち少なくともいずれか一つを必ず活用し、その旨を 

募集要項に記述する。 
＊例えば、小論文等、プレゼンテーション、口頭試問、実技、各教科・科目に係るテ

スト、資格・検定試験の成績等。 
(2) 学校推薦型選抜 

出身高等学校長の推薦に基づき、調査書を主な資料としつつ、以

下の点に留意して評価・判定する入試方法。 

① 大学教育を受けるために必要な知識・技能、思考力・判断力・

表現力等も適切に評価するため、高等学校の学習成績の状況など

調査書・推薦書等の出願書類だけではなく、「見直しに係る予

告」で示した評価方法等又は大学入学共通テストのうち少なくと

もいずれか一つを必ず活用し、その旨を募集要項に記述する。 

② 推薦書の中に、入学志願者本人の学習歴や活動歴を踏まえた第

１に示す三つの要素に関する評価や、生徒の努力を要する点など

その後の指導において特に配慮を要するものがあればその内容に

ついて記載を求める。 

 

 

 

(3) 専門学科・総合学科卒業生選抜 

 

高等学校の専門教育を主とする学科又は総合学科卒業及び卒業

見込みの入学志願者を対象として、職業に関する教科・科目の学力

検査の成績等により評価・判定する入試方法。 

 

(4) 帰国生徒選抜・社会人選抜 

帰国生徒（中国引揚者等生徒を含む。）又は社会人を対象とし

て、一般の入学志願者と異なる方法により評価・判定する入試方

法。 

この方法による場合は、外国における教育事情の違いや高等学

校等卒業後の年月の経過等に鑑み、広く入学志願者の能力・意欲・

適性等に応じ選抜がなされるよう学力検査の免除又は負担の軽減を

図り、小論文、面接、資格・検定試験等の成績、その他大学が適当

と認める資料を適切に組み合わせて評価・判定することが望まし

い。 

 

(5) 多様な背景を持った者を対象とする選抜 

 

家庭環境、居住地域、国籍、性別等の要因により進学機会の確

保に困難があると認められる者その他各大学において入学者の多様

性を確保する観点から対象になると考える者（例えば、理工系分野

における女子等）を対象として、入学志願者の努力のプロセス、意

欲、目的意識等を重視し、評価・判定する入試方法。 

この方法による場合は、こうした選抜の趣旨や方法について社

会に対し合理的な説明を行うことや、入学志願者の大学教育を受け

るために必要な知識・技能、思考力・判断力・表現力等を適切に評

価することに留意すること。 

 

３ 上記１及び２の入学者の選抜に際しては、スポーツ・文化活動やボラ

ンティア活動などの諸活動、海外留学等の多様な経験や特定の分野にお

ト又はその他の評価方法等＊のうち少なくともいずれか一つを必ず活用し，そ

の旨を募集要項に記述する。 
＊例えば，小論文等，プレゼンテーション，口頭試問，実技，各教科・科目に係るテ 

スト，資格・検定試験の成績等。 

(3) 学校推薦型選抜 

出身高等学校長の推薦に基づき，調査書を主な資料としつつ，以

下の点に留意して評価・判定する入試方法。 

① 大学教育を受けるために必要な知識・技能，思考力・判断力・

表現力も適切に評価するため，高等学校の学習成績の状況など調

査書・推薦書等の出願書類だけではなく，大学入学共通テスト又

はその他の評価方法等のうち少なくともいずれか一つを必ず活用

し，その旨を募集要項に記述する。 

② （同左） 

 

 

 

２ 上記１(1)から(3)の入試方法において，各大学の判断により，入学者

の多様性を確保する観点から，入学定員の一部について，以下のような

多様な入学者の選抜を工夫することが望ましい。 

(1) 高等学校の専門教育を主とする学科又は総合学科卒業及び卒業見込

み者（専門学科・総合学科卒業生選抜） 

この場合は，専門学科又は総合学科の特性，それらの学科における

学習歴や活動歴等に鑑み，職業に関する教科・科目の学力検査の成

績，小論文，面接，資格・検定試験等の成績その他大学が適当と認め

る資料を適切に組み合わせて評価・判定することが望ましい。 

(2) 帰国生徒（中国引揚者等生徒を含む。帰国生徒選抜）又は社会人

（社会人選抜） 

 

 

この場合は，外国における教育事情の違いや高等学校等卒業後の

年月の経過等に鑑み，広く入学志願者の能力・意欲・適性等に応じ

選抜がなされるよう学力検査の免除又は負担の軽減を図り，小論

文，面接，資格・検定試験等の成績その他大学が適当と認める資料

を適切に組み合わせて評価・判定することが望ましい。 

 

 

  (3) 家庭環境，居住地域，国籍，性別等に関して多様な背景等を持っ

た者 

この場合は，家庭環境，居住地域，国籍，性別等の要因により進学

機会の確保に困難があると認められる者その他各大学において入学者

の多様性を確保する観点から対象になると考える者（例えば，理工系

分野における女子等）について，入学志願者の努力のプロセス，意

欲，目的意識等を重視した評価・判定を行うことが望ましい。その際

には，こうした選抜の趣旨や方法について社会に対し合理的な説明を

行うことや，入学志願者の大学教育を受けるために必要な知識・技

能，思考力・判断力・表現力を適切に評価することに留意すること。 

 

 

３ 入学者の選抜に際しては，スポーツ・文化活動やボランティア活動な

どの諸活動，海外留学等の多様な経験や特定の分野において卓越した能

力を有する者を適切に評価・判定することが望ましい。 

く、第６の１から４に掲げる大学入学共通テスト又はその他の評

価方法等＊のうち少なくともいずれか一つを必ず活用し、その旨を

募集要項に記述する。 
＊例えば，小論文等，プレゼンテーション，口頭試問，実技，各教科・科目に係るテ

スト，資格・検定試験の成績等。 

(3) 学校推薦型選抜 

出身高等学校長の推薦に基づき、調査書を主な資料としつつ、以

下の点に留意して評価・判定する入試方法。 

① 大学教育を受けるために必要な知識・技能、思考力・判断力・

表現力等も適切に評価するため、高等学校の学習成績の状況など

調査書・推薦書等の出願書類だけではなく、第６の１から４に掲

げる大学入学共通テスト又はその他の評価方法等のうち少なくと

もいずれか一つを必ず活用し、その旨を募集要項に記述する。 

② 推薦書の中に、入学志願者本人の学習歴や活動歴を踏まえた第

１に示す三つの要素に関する評価や、生徒の努力を要する点など

その後の指導において特に配慮を要するものがあればその内容に

ついて記載を求める。 

２ 上記１(1)から(3)の入試方法において、各大学の判断により、入学者

の多様性を確保する観点から、入学定員の一部について、以下のような

多様な入学者の選抜を工夫することが望ましい。 

(1) 高等学校の専門教育を主とする学科（以下「専門学科」という。）

又は総合学科卒業生及び卒業見込み者 

この場合は、専門学科又は総合学科の特性、それらの学科における

学習歴や活動歴等に鑑み、職業に関する教科・科目の学力検査の成

績、小論文、面接、資格・検定試験等の成績その他大学が適当と認め

る資料を適切に組み合わせて評価・判定することが望ましい。 

(2) 帰国生徒（中国引揚者等生徒を含む。）又は社会人 

 

 

 

この場合は、外国における教育事情の違いや高等学校等卒業後の

年月の経過等に鑑み、広く入学志願者の能力・意欲・適性等に応じ

選抜がなされるよう学力検査の免除又は負担の軽減を図り、小論

文、面接、資格・検定試験等の成績その他大学が適当と認める資料

を適切に組み合わせて評価・判定することが望ましい。 

 

 

  (3) 家庭環境、居住地域、国籍、性別等に関して多様な背景等を持っ

た者 

この場合は、家庭環境、居住地域、国籍、性別等の要因により進学

機会の確保に困難があると認められる者その他各大学において入学者

の多様性を確保する観点から対象になると考える者（例えば、理工系

分野における女子等）について、入学志願者の努力のプロセス、意

欲、目的意識等を重視した評価・判定を行うことが望ましい。その際

には、こうした選抜の趣旨や方法について社会に対し合理的な説明を

行うことや、入学志願者の大学教育を受けるために必要な知識・技

能、思考力・判断力・表現力を適切に評価することに留意すること。 

 

 

３ 上記１及び２の入学者の選抜に際しては、スポーツ・文化活動やボラ

ンティア活動などの諸活動、海外留学等の多様な経験や特定の分野にお

R6以前の要項において予告の内容を既に反映した箇所、予告の内容をそのまま今回反映した箇所 

予告の内容を改定して今回変更した箇所、予告の内容に関わらず改訂した箇所 

注 見直しに係る予告(令和３年 7 月)イメージ案の「(同左)」は、令和４年度大学入学者選抜実施要項の比較内容を示すものである。 
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いて卓越した能力を有する者を適切に評価・判定することが望ましい。 

 

 

第４ 試験期日等 

１ 大学入学共通テストの実施期日は以下のとおりとする。 

本試験 令和６年１月 13 日、14 日 

追試験 令和６年１月 27 日、28 日 

２ 各大学で実施する一般選抜及び専門学科・総合学科卒業生選抜におけ

る第６に定める学力検査の期日並びに総合型選抜及び学校推薦型選抜に

おいて学力検査を課す場合の期日については、次により適宜定める。 

(1) 試 験 期 日  令和６年２月１日から３月 25 日までの間 

 なお、「見直しに係る予告」で示した小論文等、プレゼンテーシ

ョン、口頭試問、実技等の評価方法については、令和６年２月１日

よりも前から実施することができるが、高等学校教育に対する影響

や入学志願者に対する負担に十分配慮する。 

(2) 入学願書受付期間  試験期日に応じて定める。 

(3) 合格者の決定発表  令和６年３月 31 日まで 

３ 総合型選抜、学校推薦型選抜等において学力検査を課さない場合は、

上記２(1)の試験期日によることを要しないが、高等学校教育に対する

影響や入学志願者に対する負担に十分配慮する。 

４ 総合型選抜については、入学願書受付を令和５年９月１日以降とし、

その判定結果を令和５年 11 月１日以降に発表する。 

５ 学校推薦型選抜については、入学願書受付を令和５年 11 月１日以降

とし、その判定結果を令和５年 12 月１日以降で一般選抜の試験期日の

10 日前まで（学校推薦型選抜で大学入学共通テストを活用する場合は

前日までのなるべく早い期日）に発表する。 

６ 帰国生徒選抜・社会人選抜については、上記２(1)によることを要し

ない。 

 

第５ 調査書 

１ 各大学は、入学志願者から、入学者選抜の資料として、在籍する高等

学校が高等学校生徒指導要録（以下「指導要録」という。）に基づき別

紙様式１により作成した調査書の提出を求める。 

なお、大学と高等学校が個別に合意した場合には、上記に代えて別紙

様式１に記載すべきこととされている事項を全て電磁的に記録した調査

書（以下「電磁的記録による調査書」という。）の提出を高等学校に求

めることができる。この場合は、校長及び記載責任者の押印は不要とす

る。 

各高等学校は、電磁的記録による調査書の作成、提出に際しては、個

人情報保護法等に定められた各教育機関の属性に応じて遵守すべき個人

情報保護法制や、高等学校の設置者等が定める教育情報セキュリティポ

リシー等の定めに従うものとする。 

２ 各大学は、入学者の選抜に当たり、「見直しに係る予告」で示した調

査書の活用の在り方を踏まえ、調査書を十分に活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４ 試験期日等 

１ （Ｐ） 

 

 

２ 第６の１に示す個別学力検査（各大学で実施する一般選抜における学

力検査並びに総合型選抜及び学校推薦型選抜において実施する場合の学

力検査）の期日については，次により適宜定める。 

(1) 試 験 期 日  令和７年２月１日から３月 25 日までの間 

 なお，小論文等，プレゼンテーション，口頭試問，実技等の評価

方法については，令和７年２月１日よりも前から実施することがで

きるが，高等学校教育に対する影響や入学志願者に対する負担に十

分配慮する。 

(2) （同左）  

(3)  合格者の決定発表  令和７年３月 31 日まで 

３ （同左） 

 

 

４ 総合型選抜については，入学願書受付を令和６年９月１日以降とし，

その判定結果を令和６年 11 月１日以降に発表する。 

５ 学校推薦型選抜については，入学願書受付を令和６年 11 月１日以降と

し，その判定結果を令和６年 12 月１日以降で一般選抜の試験期日の 10

日前まで（学校推薦型選抜で大学入学共通テストを活用する場合は前日

までのなるべく早い期日）に発表する。 

６ 帰国生徒又は社会人を対象に募集区分を設ける場合は，上記２(1)によ

ることを要しない。 

 

第５ 調査書 

１ 各大学は，入学志願者から，入学者選抜の資料として，在籍する高等

学校が高等学校生徒指導要録（以下「指導要録」という。）に基づき別

紙様式１により作成した調査書の提出を求める。 

なお，大学と高等学校が個別に合意した場合には，上記に代えて別紙

様式１に記載すべきこととされている事項を全て電磁的に記録した調査

書（以下「電磁的記録による調査書」という。）の提出を高等学校に求

めることができる。この場合は，校長及び記載責任者の押印は不要とす

る。 

各高等学校は，電磁的記録による調査書の作成，提出に際しては，個

人情報保護法等に定められた各教育機関の属性に応じて遵守すべき個人

情報保護法制や，高等学校の設置者等が定める教育情報セキュリティポ

リシー等の定めに従うものとする。 

２ 各大学は，入学者の選抜に当たり，入学志願者の能力・意欲・適性等

を多面的・総合的に評価・判定する観点から，以下の点に留意し，調査

書を十分に活用する。 

 (1) 調査書の「３．各教科の学習成績の状況」だけではなく，調査書

の他の記載事項も有効に活用すること。 

(2) 大学が重要と判断する教科・科目を指定し，単位修得や一定水準

以上の具体的な評定の獲得を出願要件等として求めることができる

こと。 

なお，必履修教科・科目の未履修があった場合の調査書については，

いて卓越した能力を有する者を適切に評価・判定することが望ましい。 

 

 

第４ 試験期日等 

１ 大学入学共通テストの実施期日は以下のとおりとする。 

本試験 令和７年１月 18 日、19 日 

追試験 令和７年１月 25 日、26 日 

２ 第６の１に示す個別学力検査（各大学で実施する一般選抜における学

力検査並びに総合型選抜及び学校推薦型選抜において実施する場合の学

力検査）の期日については、次により適宜定める。 

(1) 試 験 期 日  令和７年２月１日から３月 25 日までの間 

 なお、小論文等、プレゼンテーション、口頭試問、実技等の評価

方法については、令和７年２月１日よりも前から実施することがで

きるが、高等学校教育に対する影響や入学志願者に対する負担に十

分配慮する。 

(2) 入学願書受付期間  試験期日に応じて定める。 

(3) 合格者の決定発表  令和７年３月 31 日まで 

３ 総合型選抜、学校推薦型選抜等において学力検査を課さない場合は、

上記２(1)の試験期日によることを要しないが、高等学校教育に対する影

響や入学志願者に対する負担に十分配慮する。 

４ 総合型選抜については、入学願書受付を令和６年９月１日以降とし、

その判定結果を令和６年 11 月１日以降に発表する。 

５ 学校推薦型選抜については、入学願書受付を令和６年 11 月１日以降と

し、その判定結果を令和６年 12 月１日以降で一般選抜の試験期日の 10

日前まで（学校推薦型選抜で大学入学共通テストを活用する場合は前日

までのなるべく早い期日）に発表する。 

６ 帰国生徒又は社会人を対象に募集区分を設ける場合の試験期日、入学

願書受付期間及び合格者の決定発表は、上記２から５によることを要し

ない。 

第５ 調査書 

１ 各大学は、入学志願者から、入学者選抜の資料として、在籍する高等

学校が高等学校生徒指導要録（以下「指導要録」という。）に基づき別

紙様式１により作成した調査書の提出を求める。 

なお、大学と高等学校が個別に合意した場合には、上記に代えて別紙

様式１に記載すべきこととされている事項を全て電磁的に記録した調査

書（以下「電磁的記録による調査書」という。）の提出を高等学校に求

めることができる。この場合は、校長及び記載責任者の押印は不要とす

る。 

各高等学校は、電磁的記録による調査書の作成、提出に際しては、個

人情報保護法等に定められた各教育機関の属性に応じて遵守すべき個人

情報保護法制や、高等学校の設置者等が定める教育情報セキュリティポ

リシー等の定めに従うものとする。 

２ 各大学は、入学者の選抜に当たり、入学志願者の能力・意欲・適性等

を多面的・総合的に評価・判定する観点から、以下の点に留意し、調査

書を十分に活用する。 

(1) 調査書の「３．各教科の学習成績の状況」だけではなく、調査書

の他の記載事項も有効に活用すること。 

(2) 大学が重要と判断する教科・科目を指定し、単位修得や一定水準

以上の具体的な評定の獲得を出願要件等として求めることができる

こと。 

R6 以前の要項において予告の内容を既に反映した箇所、予告の内容をそのまま今回反映した箇所 

予告の内容を改定して今回変更した箇所、予告の内容に関わらず改訂した箇所 

注 見直しに係る予告(令和３年 7 月)イメージ案の「(同左)」は、令和４年度大学入学者選抜実施要項の比較内容を示すものである。 
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なお、調査書を活用する際には、以下の点に十分留意すること。 

(1) 必履修教科・科目の未履修があった場合の調査書については、

「調査書記入上の注意事項等について」の 16 により取り扱うものと

し、合否判定に当たり、未履修科目があることをもって、不利益に

取り扱うことがないよう配慮する。 

(2)  「調査書記入上の注意事項等について」の 17 を踏まえ、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により出席日数、特別活動の記録、指導

上参考となる諸事項の記載が少ないこと等をもって、合否判定に当

たり、特定の入学志願者を不利益に取り扱うことがないようにす

る。その他、次のような配慮も行う。 

 ① 新型コロナウイルス感染症の影響により、中止・延期等となった

大会や資格・検定試験等に参加できず、その結果を高等学校等にお

ける部活動等の諸活動の実績や資格・検定試験等の成績として調査

書等に記載できない場合において、そのことをもって入学志願者が

不利益を被ることがないようにする。 

 ② 特に、総合型選抜及び学校推薦型選抜においては、評価の方法や

重み付け等に配慮し、個々の入学志願者の成果獲得に向けた努力の

プロセスや入学を志願する大学で学ぼうとする意欲を多面的・総合

的に評価するなどの工夫に配慮するものとする。 

   その際、各大学は、入学志願者の実情に配慮した丁寧な選抜を行

う観点から、推薦書、志願者本人が記載する資料等においてこれら

の努力のプロセス等について記載を求めることなど評価方法を定

め、その内容を募集要項等で周知するものとする。 

３ 各大学は、調査書の「７．指導上参考となる諸事項」以外の多様な学

習や履歴等を入学者選抜に用いる場合は、大学で評価・判定する内容を

どのように調査書に盛り込むのかといった記載方法等について、募集要

項にできる限り具体的に記述する。 

４ 各大学は、高等学校長に対し、調査書の学習成績概評がＡに属する生

徒のうち、人物、学力ともに特に優秀な者については、「４．学習成績

概評」の欄にⒶと標示するよう希望することができる。この場合には

「８．備考」の欄にその理由を記載させる。 

５ 各大学は、高等学校長に対し、当該大学の学部等が求める能力・適性

等について、高等学校長が特に推薦できる生徒については、その旨を調

査書の「備考」の欄に記載するよう希望することができる。 

６ 過年度卒業生については、従前の様式による調査書の提出を認める。

また、指導要録の保存期間（入学、卒業等の学籍に関する記録（各教

科・科目等の修得単位数の記録を含む。）については卒業後 20 年、指

導に関する記録については卒業後５年。）が経過したものについては、

原則として調査書にその記載を要しない。この取扱いは、全ての高等学

校卒業者（又は退学者）に適用する。 

７ 上記６の場合及び廃校・被災その他の事情により調査書が得られない

場合には、卒業証明書や成績通信簿を提出させるなど、それに代わる措

置を講ずることとし、そのことを募集要項に記述することなどにより周

知を図ることが望ましい。 

８ 高等専門学校第３学年修了者等の調査書については、次による。 

(1) 高等専門学校第３学年修了者及び修了見込みの者並びに文部科学

大臣が高等学校の課程と同等の課程又は相当する課程を有するもの

として認定又は指定した在外教育施設の当該課程を修了した者及び

修了見込みの者の調査書については、別紙様式１の調査書に準じて

作成し提出させる。 

「調査書記入上の注意事項等について」の 16 により取り扱うものとし，

合否判定に当たり，未履修科目があることをもって，不利益に取り扱う

ことがないよう配慮する。 
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３ 過年度卒業生については，従前の様式による調査書の提出を認める。

また，指導要録の保存期間（入学，卒業等の学籍に関する記録（各教

科・科目等の修得単位数の記録を含む。）については卒業後 20 年，指導

に関する記録については卒業後５年。）が経過したものについては，原

則として調査書にその記載を要しない。この取扱いは，全ての高等学校

卒業者（又は退学者）に適用する。 

４ 上記３の場合及び廃校・被災その他の事情により調査書が得られない

場合には，卒業証明書や成績通信簿を提出させるなど，それに代わる措

置を講ずることとし，そのことを募集要項に記述することなどにより周

知を図ることが望ましい。 

５ 高等専門学校第３学年修了者等の調査書については，次による。 

(1) （同左）  

 

 

 

 

(2) （同左） 

なお、調査書を活用する際には、以下の点に十分留意すること。 

(1) 必履修教科・科目の未履修があった場合の調査書については、

「調査書記入上の注意事項等について」の 16 により取り扱うものと

し、合否判定に当たり、未履修科目があることをもって、不利益に

取り扱うことがないよう配慮する。 

(2) 「調査書記入上の注意事項等について」の 17 を踏まえ、新型コロ

ナウイルス感染症の影響により出席日数、特別活動の記録、指導上

参考となる諸事項の記載が少ないこと等をもって、合否判定に当た

り、特定の入学志願者を不利益に取り扱うことがないようにする。

その他、次のような配慮も行う。 

 ① 新型コロナウイルス感染症の影響により、中止・延期等となった

大会や資格・検定試験等に参加できず、その結果を高等学校等にお

ける部活動等の諸活動の実績や資格・検定試験等の成績として調査

書等に記載できない場合において、そのことをもって入学志願者が

不利益を被ることがないようにする。 

 ② 特に、総合型選抜及び学校推薦型選抜においては、評価の方法や

重み付け等に配慮し、個々の入学志願者の成果獲得に向けた努力のプ

ロセスや入学を志願する大学で学ぼうとする意欲を多面的・総合的に

評価するなどの工夫に配慮するものとする。 

その際、各大学は、入学志願者の実情に配慮した丁寧な選抜を行

う観点から、推薦書、志願者本人が記載する資料等においてこれらの

努力のプロセス等について記載を求めることなど評価方法を定め、そ

の内容を募集要項等で周知するものとする。 

（削除） 
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３ 過年度卒業生については、従前の様式による調査書の提出を認める。

また、指導要録の保存期間（入学、卒業等の学籍に関する記録（各教

科・科目等の修得単位数の記録を含む。）については卒業後 20 年、指導

に関する記録については卒業後５年。）が経過したものについては、原

則として調査書にその記載を要しない。この取扱いは、全ての高等学校

卒業者（又は退学者）に適用する。 

４ 上記３の場合及び廃校・被災その他の事情により調査書が得られない

場合には、卒業証明書や成績通信簿を提出させるなど、それに代わる措

置を講ずることとし、そのことを募集要項に記述することなどにより周

知を図ることが望ましい。 

５ 高等専門学校第３学年修了者等の調査書については、次による。 

(1) 高等専門学校第３学年修了者及び修了見込みの者並びに文部科学

大臣が高等学校の課程と同等の課程又は相当する課程を有するもの

として認定又は指定した在外教育施設の当該課程を修了した者及び

修了見込みの者の調査書については、別紙様式１の調査書に準じて

作成し提出させる。 

R6 以前の要項において予告の内容を既に反映した箇所、予告の内容をそのまま今回反映した箇所 

予告の内容を改定して今回変更した箇所、予告の内容に関わらず改訂した箇所 

注 見直しに係る予告(令和３年 7 月)イメージ案の「(同左)」は、令和４年度大学入学者選抜実施要項の比較内容を示すものである。 
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(2) 外国において学校教育における 12 年の課程を修了した者又はこ

れに準ずる者で文部科学大臣の指定したもの、国際バカロレア資格

取得者、アビトゥア資格取得者、バカロレア資格（フランス共和

国）取得者、ジェネラル・サーティフィケート・オブ・エデュケー

ション・アドバンスト・レベル資格取得者、文部科学大臣の指定を

受けた専修学校高等課程の学科を修了した者及び修了見込みの者並

びに高等学校卒業程度認定試験合格者（従前の大学入学資格検定合

格者を含む。）については、当該試験等の成績証明書をもって調査

書に代えることができる。 

第６ 学力検査等 

１ 個別学力検査 

(1) 各大学が実施する学力検査（以下「個別学力検査」という。）

は、高等学校学習指導要領（平成 21 年文部科学省告示第 34 号。以

下「学習指導要領」という。）に準拠し、高等学校教育の正常な発

展の障害とならないよう十分留意しつつ、適切な方法により実施す

る。 

(2) 各大学が個別学力検査を実施する教科・科目は、学習指導要領に

定められている教科・科目の中から、高等学校教育に及ぼす影響に

も配慮しつつ、大学・学部等の目的、特色、専門分野等の特性に応

じ、各大学が定める。 

なお、複数教科を統合して学力を判断する総合的な問題の出題な

ど、工夫に努めることが望ましい。 

(3) 各大学が個別学力検査を実施する教科・科目を定めるに当たって

は、アドミッション・ポリシーに基づき、学習指導要領の趣旨も踏

まえつつ、できるだけ多くの教科・科目を出題し、選択解答させる

よう配慮することが望ましい。 

(4) 大学・学部等の目的、特色、専門分野等の特性からみて適当と認

められる場合には、普通教科の一部に代えて、職業に関する教科を

出題し、又は普通教科の科目に職業に関する基礎的・基本的科目を

加え、選択解答させることが望ましい。 

(5) 個別学力検査は、以下の点に留意して、入学志願者の学習能力を

できる限り多面的・総合的に評価・判定することができるよう出題

方針を立てるものとする。 

① 個別学力検査は、各種の客観式及び記述式の検査方法を適宜組

み合わせて、入学志願者の自ら学ぶ意欲や思考力・判断力・表現

力等を適切に判断できるよう工夫することが望ましい。 

  

 

 

 

 

② 上記(4)に示す職業に関する科目の出題に当たっては、専門教

育を主とする学科及び総合学科の卒業者及び卒業見込み者が普通

教育を主とする学科の卒業者及び卒業見込み者に比べて不利にな

らないよう、特に考慮する。 

(6) 個別学力検査における公平性・公正性の確保のため、入学志願者

に関係者や親族がいる教職員は、試験問題の作成・点検に関与しな

いことや、採点の際には、受験者の氏名や受験番号をマスキングす

ること、複数人で採点・点検することなど、不正やミスを防止する

ための方策を講ずる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６ 学力検査等 

１ 個別学力検査 

(1) （同左） 

 

 

 

 

(2) （同左） 

 

 

 

 

 

(3) （同左） 

 

 

 

(4) （同左） 

 

 

 

(5) 個別学力検査は，以下の点に留意して，入学志願者の学習能力を

できる限り多面的・総合的に評価・判定することができるよう出題

方針を立てるものとする。 

① （同左） 

 

 

② 入学志願者の「自らの考えを論理的・創造的に形成する思考・

判断の能力」や「思考・判断した過程や結果を的確に，更には効

果的に表現する能力」の評価を充実させるため，各大学のアドミ

ッション・ポリシーに基づき，可能な範囲で記述式の検査方法を

取り入れることが望ましい。 

③ （同左） 

 

 

 

(6) （同左） 

 

 

 

  

２ 大学入学共通テストの利用 

(2)  外国において学校教育における 12 年の課程を修了した者又はこ

れに準ずる者で文部科学大臣の指定したもの、国際バカロレア資格

取得者、アビトゥア資格取得者、バカロレア資格（フランス共和

国）取得者、ジェネラル・サーティフィケート・オブ・エデュケー

ション・アドバンスト・レベル資格取得者、文部科学大臣の指定を

受けた専修学校高等課程の学科を修了した者及び修了見込みの者並

びに高等学校卒業程度認定試験合格者（従前の大学入学資格検定合

格者を含む。）については、当該試験等の成績証明書をもって調査

書に代えることができる。 

第６ 学力検査等 

１ 個別学力検査 

(1) 各大学が実施する学力検査（以下「個別学力検査」という。）

は、高等学校学習指導要領（平成 30 年文部科学省告示第 68 号。以

下「学習指導要領」という。）に準拠し、高等学校教育の正常な発

展の障害とならないよう十分留意しつつ、適切な方法により実施す

る。 

(2) 各大学が個別学力検査を実施する教科・科目は、学習指導要領に

定められている教科・科目の中から、高等学校教育に及ぼす影響に

も配慮しつつ、大学・学部等の目的、特色、専門分野等の特性に応

じ、各大学が定める。 

なお、複数教科を統合して学力を判断する総合的な問題の出題な

ど、工夫に努めることが望ましい。 

(3) 各大学が個別学力検査を実施する教科・科目を定めるに当たって

は、アドミッション・ポリシーに基づき、学習指導要領の趣旨も踏

まえつつ、できるだけ多くの教科・科目を出題し、選択解答させる

よう配慮することが望ましい。 

(4) 大学・学部等の目的、特色、専門分野等の特性からみて適当と認

められる場合には、普通教科の一部に代えて、職業に関する教科を

出題し、又は普通教科の科目に職業に関する基礎的・基本的科目を

加え、選択解答させることが望ましい。 

(5) 個別学力検査は、以下の点に留意して、入学志願者の学習能力を

できる限り多面的・総合的に評価・判定することができるよう出題

方針を立てるものとする。 

① 個別学力検査は、各種の客観式及び記述式の検査方法を適宜組

み合わせて、入学志願者の自ら学ぶ意欲や思考力・判断力・表現

力等を適切に判断できるよう工夫することが望ましい。 

② 入学志願者の「自らの考えを論理的・創造的に形成する思考・

判断の能力」や「思考・判断した過程や結果を的確に、更には効

果的に表現する能力」の評価を充実させるため、各大学のアドミ

ッション・ポリシーに基づき、可能な範囲で記述式の検査方法を

取り入れることが望ましい。 

③ 上記(4)に示す職業に関する科目の出題に当たっては、専門学科

及び総合学科の卒業者及び卒業見込み者が普通教育を主とする学

科の卒業者及び卒業見込み者に比べて不利にならないよう、特に

考慮する。 

(6) 個別学力検査における公平性・公正性の確保のため、入学志願者

に関係者や親族がいる教職員は、試験問題の作成・点検に関与しな

いことや、採点の際には、受験者の氏名や受験番号をマスキングす

ること、複数人で採点・点検することなど、不正やミスを防止する

ための方策を講ずる。 

R6 以前の要項において予告の内容を既に反映した箇所、予告の内容をそのまま今回反映した箇所 

予告の内容を改定して今回変更した箇所、予告の内容に関わらず改訂した箇所 

注 見直しに係る予告(令和３年 7 月)イメージ案の「(同左)」は、令和４年度大学入学者選抜実施要項の比較内容を示すものである。 
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令和６年度大学入学者選抜実施要項 見直し予告（令和３年７月）イメージ案 令和７年度大学入学者選抜実施要項（案） 

２ 大学入学共通テストの利用 

大学入学共通テストを利用した選抜を実施する大学にあっては、「令

和６年度大学入学者選抜に係る大学入学共通テスト実施大綱」（令和４

年６月３日付け４文科高第 305 号文部科学省高等教育局長通知）の定め

によるほか、以下の点に留意して実施する。 

(1) 各大学が大学入学共通テストにおいて入学志願者に解答させる教

科・科目を定めるに当たっては、できるだけ多くの教科・科目の中

から選択解答させることが望ましい。 

(2) 各大学の個別学力検査において、大学入学共通テストと同じ教

科・科目を課す場合は、論理的思考力や言語的表現力などの把握に

おいて、大学入学共通テストとは異なる能力判定に力点を置くよう

な工夫を行うことが望ましい。 

(3) 各大学は、総合型選抜、学校推薦型選抜においても大学入学共通

テストを利用することができる。 

(4) 各大学における大学入学共通テストの成績の利用方法について

は、例えば、一定の学力水準に達しているか否かの判定に主として

用いる資格試験的な利用方法や成績の複数年度利用等、多様な利用

方法を工夫することが望ましい。 

３ 小論文、面接、実技検査等の活用 

入学志願者の能力・適性等を多角的に評価・判定するため、学部等の

特性に応じ、小論文等を課し、また、面接や討論等を活用することが望

ましい。 

 

 

主として実技による授業を行う美術、工芸、音楽、体育等に関する学

部等（教員養成学部にあっては主専攻）においては、学力検査のほか、

実技に関する検査を課すことが望ましい。 

小論文、面接、討論、実技検査等を活用する場合には、評価者の間で

評価・判定の観点や手法の共通化が図られるよう、また特定の受験者の

優遇や特定の属性による差別的な取扱いが行われないよう、それらの実

施方法や評価・判定の方法・基準についてマニュアル等を整備する。 

 

４ 資格・検定試験等の成績の活用 

(1) 入学志願者の能力・適性や学習の成果、活動歴等を多角的かつ客

観的に評価・判定する観点から、例えば、以下のとおり、大学・学

部等の特性及び必要に応じ、信頼性の高い資格・検定試験等の活用

を図ることが望ましい。 

① 入学志願者の外国語におけるコミュニケーション能力を適切に

評価・判定する観点から、「英語力評価及び入学者選抜における

資格・検定試験の活用促進について」（平成 27 年 3 月 31 日付け

26 文科初第 1495 号文部科学省初等中等教育局長・文部科学省高

等教育局長通知）を踏まえ、実用英語技能検定（英検）やＴＯＥ

ＦＬ等、「聞く」「読む」「話す」「書く」の４技能を測ること

のできる資格・検定試験等の結果を活用する。 

 

 

 

 

 

 

大学入学共通テストを利用した選抜を実施する大学にあっては，「令

和７年度大学入学者選抜に係る大学入学共通テスト実施大綱」（令和５

年 月 日付け５文科高第 号文部科学省高等教育局長通知）の定めに

よるほか，以下の点に留意して実施する。 

(1) （同左） 

 

 

(2) （同左） 

 

 

 

(3) （同左） 

 

(4) （同左） 

 

 

 

 ３ 小論文，面接，実技検査等の活用 

入学志願者の「自らの考えを論理的・創造的に形成する思考・判断の

能力」や「思考・判断した過程や結果を的確に，更には効果的に表現す

る能力」を含む能力・適性等を多角的に評価・判定するため，学部等の

特性に応じ，小論文等を課し，また，面接や討論等を活用することが望

ましい。 

主として実技による授業を行う美術，工芸，音楽，体育等に関する学

部等（教員養成学部にあっては主専攻）においては，学力検査のほか，

実技に関する検査を課すことが望ましい。 

小論文，面接，討論，実技検査等を活用する場合には，評価者の間で

評価・判定の観点や手法の共通化が図られるよう，また特定の受験者の

優遇や特定の属性による差別的な取扱いが行われないよう，それらの実

施方法や評価・判定の方法・基準についてマニュアル等を整備する。 

 

４ 資格・検定試験等の成績の活用 

(1) 入学志願者の能力・適性や学習の成果，活動歴等を多角的かつ客

観的に評価・判定する観点から，例えば，以下のとおり，大学・学

部等の特性及び必要に応じ，信頼性の高い資格・検定試験等の活用

を図ることが望ましい。 

① 入学志願者の外国語におけるコミュニケーション能力を適切に

評価・判定する観点から，「英語力評価及び入学者選抜における

資格・検定試験の活用促進について」（平成 27 年 3 月 31 日付け

26 文科初第 1495 号文部科学省初等中等教育局長・文部科学省高等

教育局長通知）を踏まえ，実用英語技能検定（英検）やＴＯＥＦ

Ｌ等，「聞く」「読む」「話す」「書く」の４技能を測ることの

できる資格・検定試験等の結果を活用する。 

その際，家庭環境や居住地域により，資格・検定試験等を受検

することの負担が大きい入学志願者の受験機会の公平性・公正性

の確保に当たっては，例えば，学部等同一の募集単位において，

資格・検定試験等の結果を利用しない募集区分の設定や，個別学

力検査の成績と資格・検定試験等の結果のいずれか有利となる方

を選択的に利用することなどの措置を講じることが望ましい。 

② 高等学校の専門教育を主とする学科及び総合学科の卒業者及び

２ 大学入学共通テストの利用 

大学入学共通テストを利用した選抜を実施する大学にあっては、「令

和７年度大学入学者選抜に係る大学入学共通テスト実施大綱」（令和５

年６月２日付け５文科高第 370 号文部科学省高等教育局長通知）の定め

によるほか、以下の点に留意して実施する。 

(1) 各大学が大学入学共通テストにおいて入学志願者に解答させる教

科・科目を定めるに当たっては、できるだけ多くの教科・科目の中

から選択解答させることが望ましい。 

(2) 各大学の個別学力検査において、大学入学共通テストと同じ教

科・科目を課す場合は、論理的思考力や言語的表現力などの把握に

おいて、大学入学共通テストとは異なる能力判定に力点を置くよう

な工夫を行うことが望ましい。 

(3) 各大学は、総合型選抜、学校推薦型選抜においても大学入学共通

テストを利用することができる。 

(4) 各大学における大学入学共通テストの成績の利用方法について

は、例えば、一定の学力水準に達しているか否かの判定に主として

用いる資格試験的な利用方法や成績の複数年度利用等、多様な利用

方法を工夫することが望ましい。 

３ 小論文、面接、実技検査等の活用 

入学志願者の「自らの考えを論理的・創造的に形成する思考・判断の

能力」や「思考・判断した過程や結果を的確に、更には効果的に表現す

る能力」を含む能力・適性等を多角的に評価・判定するため、学部等の

特性に応じ、小論文等を課し、また、エッセイ、面接、口頭試問、ディ

ベート、集団討論、プレゼンテーション等を活用することが望ましい。 

主として実技による授業を行う美術、工芸、音楽、体育等に関する学

部等（教員養成学部にあっては主専攻）においては、学力検査のほか、

実技に関する検査を課すことが望ましい。 

これらの評価方法等による場合には、評価者の間で評価・判定の観点

や手法の共通化が図られるよう、また特定の受験者の優遇や特定の属性

による差別的な取扱いが行われないよう、それらの実施方法や評価・判

定の方法・基準についてマニュアル等を整備する。 

 

４ 資格・検定試験等の成績の活用 

(1) 入学志願者の能力・適性や学習の成果、活動歴等を多角的かつ客

観的に評価・判定する観点から、例えば、以下のとおり、大学・学

部等の特性及び必要に応じ、信頼性の高い資格・検定試験等の活用

を図ることが望ましい。 

① 入学志願者の外国語におけるコミュニケーション能力を適切に

評価・判定する観点から、「英語力評価及び入学者選抜における

資格・検定試験の活用促進について」（平成 27 年 3 月 31 日付け

26 文科初第 1495 号文部科学省初等中等教育局長・文部科学省高

等教育局長通知）を踏まえ、実用英語技能検定（英検）やＴＯＥ

ＦＬ等、「聞く」「読む」「話す」「書く」の４技能を測ること

のできる資格・検定試験等の結果を活用する。 

その際、家庭環境や居住地域により、資格・検定試験等を受検

することの負担が大きい入学志願者の受験機会の公平性・公正性

の確保に当たっては、例えば、学部等同一の募集単位において、

資格・検定試験等の結果を利用しない募集区分の設定や、個別学

力検査の成績と資格・検定試験等の結果のいずれか有利となる方

を選択的に利用することなどの措置を講じることが望ましい。 

R6 以前の要項において予告の内容を既に反映した箇所、予告の内容をそのまま今回反映した箇所 

予告の内容を改定して今回変更した箇所、予告の内容に関わらず改訂した箇所 

注 見直しに係る予告(令和３年 7 月)イメージ案の「(同左)」は、令和４年度大学入学者選抜実施要項の比較内容を示すものである。 
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令和６年度大学入学者選抜実施要項 見直し予告（令和３年７月）イメージ案 令和７年度大学入学者選抜実施要項（案） 

 

 

 

② 入学志願者の優れた理数系の能力を適切に評価・判定する観点

から、国際科学オリンピック等の結果を活用する。 

③ 基礎的・基本的な知識・技能に加え、「主体的に学び考える

力」を育成する上で有益なプログラムとして国際的に評価されて

いる国際バカロレアの資格や成績を活用する。 

(2) 資格・検定試験等の成績の活用に際しては、下記第７の個別学力

検査実施教科・科目及び入試方法等の発表の際にその旨を明らかに

するとともに、具体的な活用方法（例えば、個別学力検査の成績に

代えて当該資格・検定試験等の結果を用いる場合における得点の換

算方法等）を明らかにする。また、当該資格・検定試験等の結果の

確認方法等について、事前に実施機関に確認しておく。 

 

 

 

 

５ 志願者本人が記載する資料や高等学校に記載を求める資料等の活用 

活動報告書、大学入学希望理由書、学修計画書を活用する場合の記載

内容や活用の方法、留意事項等については、「見直しに係る予告」で示

した内容によるものとする。活動報告書のイメージ例は別紙様式２のと

おりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、これら志願者本人が記載する資料や高等学校に記載を求める資

料については、編集可能な様式のデータファイルをダウンロード可能と

すること等により、資料を作成する者の負担軽減に努めることが望まし

い。 

第７ 個別学力検査実施教科・科目、入試方法等の決定・発表 

１ 各大学は、個別学力検査の実施教科・科目、入試方法（小論文の出題

卒業見込み者の学習歴や活動歴等を適切に評価・判定する観点か

ら，資格・検定試験等の結果を活用する。 

③ （同左） 

 

④ （同左） 

 

 

(2) 資格・検定試験等の成績の活用に際しては，下記第７の個別学力

検査実施教科・科目及び入試方法等の発表の際にその旨を明らかに

するとともに，各大学のアドミッション・ポリシーに基づき，具体

的な活用方法（例えば，個別学力検査の成績に代えて当該資格・検

定試験等の結果を用いる場合における得点の換算方法等）を適切に

判断し，分かりやすい形で入学志願者に明らかにする。また，当該

資格・検定試験等の結果の確認方法等について，事前に実施機関に

確認しておくとともに，大規模な災害の発生等により，資格・検定

試験等が実施されない場合の代替措置等についても検討しておくこ

とが望ましい。 

５ （同左） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 高等学校の専門学科及び総合学科の卒業者及び卒業見込み者の

学習歴や活動歴等を適切に評価・判定する観点から、資格・検定

試験等の結果を活用する。 

③ 入学志願者の優れた理数系の能力を適切に評価・判定する観点

から、国際科学オリンピック等の結果を活用する。 

④ 基礎的・基本的な知識・技能に加え、「主体的に学び考える

力」を育成する上で有益なプログラムとして国際的に評価されて

いる国際バカロレアの資格や成績を活用する。 

(2) 資格・検定試験等の成績の活用に際しては、下記第７の個別学力

検査実施教科・科目及び入試方法等の発表の際にその旨を明らかに

するとともに、各大学のアドミッション・ポリシーに基づき、具体

的な活用方法（例えば、個別学力検査の成績に代えて当該資格・検

定試験等の結果を用いる場合における得点の換算方法等）を適切に

判断し、分かりやすい形で入学志願者に明らかにする。また、当該

資格・検定試験等の結果の確認方法等について、事前に実施機関に

確認しておくとともに、大規模な災害の発生等により、資格・検定

試験等が実施されない場合の代替措置等についても検討しておくこ

とが望ましい。 

５ 志願者本人が記載する資料や高等学校に記載を求める資料等の活用 

活動報告書、大学入学希望理由書、学修計画書など志願者本人が記載

する資料等を活用する場合の記載内容や活用の方法、留意事項等につい

ては、以下に掲げる内容によるものとする。活動報告書のイメージ例は

別紙様式２のとおりとする。 

(1) 活動報告書を活用する際には、高等学校までの学習や活動の履歴

が把握できるようにするため、以下のような内容の記載を求める。 

① 「総合的な探究の時間」や理数探究等において取り組んだ課題

研究等。 

② 学校の内外で意欲的に取り組んだ活動（生徒会活動、部活動、

ボランティア活動、スーパーサイエンスハイスクール（ＳＳＨ）

を始めとする各高等学校における課題研究、その他生徒が自ら関

わってきた諸活動、専門高校の校長会や民間事業者等が実施する

資格・検定等、各種大会・コンクール等、留学・海外経験等、特

色ある教育課程を実施する学校における学習活動等）。 

(2) 大学入学希望理由書や学修計画書を活用する際には、各大学が、

学部等の教育内容を踏まえ、入学志願者に対し、入学希望理由や入

学後に学びたい内容・計画、大学卒業後を見据えた目標等を記載さ

せる。 

(3) 特に総合型選抜や学校推薦型選抜においては、志願者本人が記載

する資料に関するプレゼンテーションなどにより積極的に活用す

る。 

(4) 主として実技による授業を行う美術、工芸、音楽、体育等に関す

る学部等（教員養成学部にあっては主専攻）において実技に関し評

価を行う場合には、必要に応じ、志願者本人が記載する資料を積極

的に活用する。 

なお、これら志願者本人が記載する資料や高等学校に記載を求める資料

については、編集可能な様式のデータファイルをダウンロード可能とす

ること等により、資料を作成する者の負担軽減に努めることが望まし

い。 

第７ 個別学力検査実施教科・科目、入試方法等の決定・発表 

１ 各大学は、個別学力検査の実施教科・科目、入試方法（小論文の出題

R6以前の要項において予告の内容を既に反映した箇所、予告の内容をそのまま今回反映した箇所 

予告の内容を改定して今回変更した箇所、予告の内容に関わらず改訂した箇所 

注 見直しに係る予告(令和３年 7 月)イメージ案の「(同左)」は、令和４年度大学入学者選抜実施要項の比較内容を示すものである。 
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令和６年度大学入学者選抜実施要項 見直し予告（令和３年７月）イメージ案 令和７年度大学入学者選抜実施要項（案） 

や面接の実施等）、その他入学者選抜に関する基本的な事項について入

試方法の区分ごとに決定し、令和５年６月２日から７月 31 日までに発

表するものとし、発表後は、大規模な災害の発生などにより当該大学に

おいて入学者選抜が実施できない場合を除き、受験者に不利益を与える

恐れのある変更は行わないものとする。 

２ 発表した内容は、大学のホームページに掲載するなど、広く一般への

情報提供に努める。 

３ 個別学力検査及び大学入学共通テストにおいて課す教科・科目の変更

等が入学志願者の準備に大きな影響を及ぼす場合には、２年程度前には

予告・公表する。その他の変更についても、入学志願者保護の観点から

可能な限り早期の周知に努める。 

第８ 募集人員 

１ 各大学で募集する人員は、所定の入学定員による。 

なお、入学定員は、教員組織、施設、設備等を総合的に考慮して定め

られていることを十分踏まえ、入学定員を著しく超えて入学させないも

のとする。このことは、編入学試験を実施する際も同様とする。 

２ 大学における学校推薦型選抜の募集人員は、附属高等学校長からの推

薦に係るものも含め、学部等募集単位ごとの入学定員の５割を超えない

範囲において各大学が定める。 

短期大学における学校推薦型選抜の募集人員は、上記にかかわらず、

学校推薦型選抜以外の入試方法における受験機会の確保にも配慮して、

各短期大学が適切に定める。 

３ 各大学は、例えば、学科単位ではなく学部単位で募集するなど、募集

単位を大くくり化することにより、入学志願者が大学入学後に幅広い分

野の大学教育に触れながら自らの適性や関心等に基づき、専攻分野を決

めることができるようにすることが望ましい。 

４ 各大学においては、入学定員の充足や欠員の補充の方法等について、

事前に準備をするよう努める。 

第９ 出願資格 

大学に入学を出願することのできる者は、学校教育法第 90 条並びに

同法施行規則第 150 条及び第 154 条の規定により大学の入学資格を有す

る者又は大学入学の前までに入学資格を有することとなる見込みの者と

する。 

第 10 募集要項等 

１ 募集要項 

(1) 各大学は、アドミッション・ポリシー、募集人員、出願要件、出

願手続、試験期日、試験方法、試験場、入学検定料その他入学に要

する経費の種類・額やその納入手続・期限など入学志願者が出願等

に必要な事項を決定し、それらを記述した募集要項を令和５年 12

月 15 日までに発表する。 

(2) 各大学は、アドミッション・ポリシーに基づき、調査書や志願者

本人の記載する資料等をどのように活用するのかについて、募集要

項等に明記する。 

(3) 第３の２(1)から(5)までに掲げるもののほか、アドミッション・

ポリシーに基づき、評価・判定の方法や対象等に取扱いの差異を設

ける場合には、入試方法を区分することとし、２以上の入試方法に

より入学者選抜を実施する場合には、それぞれの入試方法の区分ご

とにその内容や区分を設ける理由を示した上で、(1)に掲げる募集

人員等を記述する。 

(4) 寄付金等の納入を条件として入学許可を行うことのないよう、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８ （同左） 

１ （同左） 

 

 

 

２ 学校推薦型選抜の募集人員は，附属高等学校長からの推薦に係るもの

も含め，学部等募集単位ごとの入学定員の５割を超えない範囲において

各大学が定める。 

短期大学における学校推薦型選抜の募集人員は，上記にかかわらず，

学校推薦型選抜以外の入試方法における受験機会の確保にも配慮して，

各短期大学が適切に定める。 

３ （同左） 

 

 

 

４ （同左） 

 

 

 

 

 

 

第 10 募集要項等 

１ 募集要項 

(1) （同左） 

 

 

 

 

(2) （同左） 

 

 

(3) 第３の入試方法について，アドミッション・ポリシーに基づき，

評価・判定の方法や対象等に取扱いの差異を設ける場合には，募集

人員を分けることとし，２以上の募集区分により入学者選抜を実施

する場合には，それぞれの募集区分ごとにその評価・判定の方法や

区分を設ける理由を示した上で，(1)に掲げる募集人員等を記述す

る。 

(4)及び(5) （同左） 

 

や面接の実施等）、その他入学者選抜に関する基本的な事項について入

試方法の区分ごとに決定し、令和６年 月 日から７月 31 日までに発表

するものとし、発表後は、大規模な災害の発生などにより当該大学にお

いて入学者選抜が実施できない場合を除き、受験者に不利益を与える恐

れのある変更は行わないものとする。 

２ 発表した内容は、大学のホームページに掲載するなど、広く一般への

情報提供に努める。 

３ 個別学力検査及び大学入学共通テストにおいて課す教科・科目の変更

等が入学志願者の準備に大きな影響を及ぼす場合には、２年程度前には

予告・公表する。その他の変更についても、入学志願者保護の観点から

可能な限り早期の周知に努める。 

第８ 募集人員 

１ 各大学で募集する人員は、所定の入学定員による。 

なお、入学定員は、教員組織、施設、設備等を総合的に考慮して定め

られていることを十分踏まえ、入学定員を著しく超えて入学させないも

のとする。このことは、編入学試験を実施する際も同様とする。 

２ 学校推薦型選抜の募集人員は、附属高等学校長からの推薦に係るもの

も含め、学部等募集単位ごとの入学定員の５割を超えない範囲において

各大学が定める。 

短期大学における学校推薦型選抜の募集人員は、上記にかかわらず、

学校推薦型選抜以外の入試方法における受験機会の確保にも配慮して、

各短期大学が適切に定める。 

３ 各大学は、例えば、学科単位ではなく学部単位で募集するなど、募集

単位を大くくり化することにより、入学志願者が大学入学後に幅広い分

野の大学教育に触れながら自らの適性や関心等に基づき、専攻分野を決

めることができるようにすることが望ましい。 

４ 各大学においては、入学定員の充足や欠員の補充の方法等について、

事前に準備をするよう努める。 

第９ 出願資格 

大学に入学を出願することのできる者は、学校教育法第 90 条並びに同

法施行規則第 150 条及び第 154 条の規定により大学の入学資格を有する

者又は大学入学の前までに入学資格を有することとなる見込みの者とす

る。 

第 10 募集要項等 

１ 募集要項 

(1) 各大学は、アドミッション・ポリシー、募集人員、出願要件、出

願手続、試験期日、試験方法、試験場、入学検定料その他入学に要

する経費の種類・額やその納入手続・期限など入学志願者が出願等

に必要な事項を決定し、それらを記述した募集要項を令和６年 12 月

15 日までに発表する。 

(2) 各大学は、アドミッション・ポリシーに基づき、調査書や志願者

本人の記載する資料等をどのように活用するのかについて、募集要

項等に明記する。 

(3) 第３の入試方法について、アドミッション・ポリシーに基づき、

評価・判定の方法や対象等に取扱いの差異を設ける場合には、募集

人員を分けることとし、２以上の募集区分により入学者選抜を実施

する場合には、それぞれの募集区分ごとにその評価・判定の方法や

区分を設ける理由を示した上で、(1)に掲げる募集人員等を記述す

る。 

(4) 寄付金等の納入を条件として入学許可を行うことのないよう、

R6以前の要項において予告の内容を既に反映した箇所、予告の内容をそのまま今回反映した箇所 

予告の内容を改定して今回変更した箇所、予告の内容に関わらず改訂した箇所 

注 見直しに係る予告(令和３年 7 月)イメージ案の「(同左)」は、令和４年度大学入学者選抜実施要項の比較内容を示すものである。 
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「私立大学における入学者選抜の公正確保等について」（平成 14

年 10 月１日付け 14 文科高第 454 号文部科学事務次官通知）を踏ま

え、寄付金等を募集する場合は、募集要項において応募が任意であ

ること、入学前の募集は行っていないことなどを記述する。 

(5) 各大学は、入学志願者に対し、募集要項のほか、大学案内、大学

説明会等により、アドミッション・ポリシー、学部等の組織、教育

研究の内容及び特色、学生生活の概要及び諸経費、過去の年度の入

学志願者、受験者及び合格者の数、卒業後の進路状況など大学・学

部等の選択の参考となる情報の提供に努める。 

 

２ 入学手続 

(1) 入学手続に際しては、合格者の負担等に配慮し、必要に応じ郵送

による手続も認めるなど弾力的な実施に配慮する。 

(2) 入学料を含む学生納付金について、「私立大学における入学者選

抜の公正確保等について」（平成 14 年 10 月 1 日付け 14 文科高第

454 号文部科学事務次官通知）を踏まえ、その額の抑制に努めると

ともに、独自の減免又は分割納入等の措置を積極的に講じるよう努

めることとし、これらの措置の具体的内容を募集要項等に明記す

る。 

 

 

 

 

 

 

(3) 入学料以外の学生納付金について、「私立大学の入学手続時にお

ける学生納付金の取扱いについて」（昭和 50 年９月１日付け文管

振第 251 号文部省管理局長・文部省大学局長通知）の趣旨を踏ま

え、合格発表後、短期間内に納入させるような取扱いは避ける。 

(4) 入学辞退者に対する授業料、施設設備費等の学生納付金の返還申

出期限については、「大学、短期大学、高等専門学校、専修学校及

び各種学校の入学辞退者に対する授業料等の取扱いについて」（平

成 18 年 12 月 28 日付け文科高第 536 号文部科学省高等教育局長・

文部科学省生涯学習政策局長通知）の趣旨を踏まえ、以下の点につ

いて入学志願者に対し、例えば、あらかじめ募集要項、入学手続要

項等に記述するなどにより、明確にする。 

① ３月 31 日までに入学辞退の意思表示をした者（専願又は学校

推薦型選抜（これに類する入学試験を含む。）に合格して大学等

と在学契約を締結した受験者を除く。）については、原則とし

て、受験者が納付した授業料等及び諸会費等の返還に応じる。 

② ①にかかわらず、募集要項、入学手続要項等に、「入学式を無

断欠席した場合には入学を辞退したものとみなす」、「入学式を

無断欠席した場合には入学を取り消す」などと記述している場合

には、入学式の日までに受験者が明示的に又は黙示的に在学契約

を解除したときは、授業料等及び諸会費等の返還に応じる。 

第 11 国立大学の入学者選抜 

国立大学の入学者選抜の日程等は、国立大学協会の定める実施要領に

基づき実施される。 

第 12 公立大学の入学者選抜 

公立大学の入学者選抜の日程等は、公立大学協会の定める実施要領に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ （同左） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 13 その他注意事項 

１ 健康状況の把握及び障害のある者等への配慮 

(1) （同左） 

 

 

 

「私立大学における入学者選抜の公正確保等について」（平成 14 年

10 月１日付け 14 文科高第 454 号文部科学事務次官通知）を踏ま

え、寄付金等を募集する場合は、募集要項において応募が任意であ

ること、入学前の募集は行っていないことなどを記述する。 

(5) 各大学は、入学志願者に対し、募集要項のほか、大学案内、大学

説明会等により、アドミッション・ポリシー、学部等の組織、教育

研究の内容及び特色、学生生活の概要及び諸経費、過去の年度の入

学志願者、受験者及び合格者の数、卒業後の進路状況、在学中の修

学支援の体制・取組など大学・学部等の選択の参考となる情報の提

供に努める。 

２ 入学手続 

(1) 入学手続に際しては、合格者の負担等に配慮し、必要に応じ郵送

による手続も認めるなど弾力的な実施に配慮する。 

(2) 入学料を含む学生納付金について、「私立大学における入学者選

抜の公正確保等について」（平成 14 年 10 月 1 日付け 14 文科高第

454 号文部科学事務次官通知）及び「経済的理由により修学困難な

学生等に対する支援策の周知等について（通知）」（令和 6 年 1 月

10 日付け 5文科高第 1537 号総合教育政策局長・高等教育局長通

知）を踏まえ、その額の抑制に努め、納付が困難な学生に対して、

独自の減免又は分割納入、納付時期の猶予等の措置を積極的に講じ

るよう努めるとともに、特に、高等教育の修学支援新制度の利用者

については、その経済的状況等に鑑みて、本制度における授業料減

免の上限額を上回る分のみを請求するなどの配慮に努めることと

し、これらの措置の具体的内容を募集要項等に明記する。 

(3) 入学料以外の学生納付金について、「私立大学の入学手続時にお

ける学生納付金の取扱いについて」（昭和 50 年９月１日付け文管振

第 251 号文部省管理局長・文部省大学局長通知）の趣旨を踏まえ、

合格発表後、短期間内に納入させるような取扱いは避ける。 

(4) 入学辞退者に対する授業料、施設設備費等の学生納付金の返還申

出期限については、「大学、短期大学、高等専門学校、専修学校及

び各種学校の入学辞退者に対する授業料等の取扱いについて」（平

成 18 年 12 月 28 日付け文科高第 536 号文部科学省高等教育局長・文

部科学省生涯学習政策局長通知）の趣旨を踏まえ、以下の点につい

て入学志願者に対し、例えば、あらかじめ募集要項、入学手続要項

等に記述するなどにより、明確にする。 

① ３月 31 日までに入学辞退の意思表示をした者（専願又は学校推

薦型選抜（これに類する入学試験を含む。）に合格して大学等と

在学契約を締結した受験者を除く。）については、原則として、

受験者が納付した授業料等及び諸会費等の返還に応じる。 

② ①にかかわらず、募集要項、入学手続要項等に、「入学式を無

断欠席した場合には入学を辞退したものとみなす」、「入学式を

無断欠席した場合には入学を取り消す」などと記述している場合

には、入学式の日までに受験者が明示的に又は黙示的に在学契約

を解除したときは、授業料等及び諸会費等の返還に応じる。 

第 11 国立大学の入学者選抜 

国立大学の入学者選抜の日程等は、国立大学協会の定める実施要領に

基づき実施される。 

第 12 公立大学の入学者選抜 

公立大学の入学者選抜の日程等は、公立大学協会の定める実施要領に

基づき実施される。 

R6 以前の要項において予告の内容を既に反映した箇所、予告の内容をそのまま今回反映した箇所 

予告の内容を改定して今回変更した箇所、予告の内容に関わらず改訂した箇所 

注 見直しに係る予告(令和３年 7 月)イメージ案の「(同左)」は、令和４年度大学入学者選抜実施要項の比較内容を示すものである。 
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基づき実施される。 

第 13 その他注意事項 

１ 健康状況の把握及び障害のある者等への配慮 

(1) 入学志願者の健康状況については、原則として、入学者選抜の判

定資料としないものとし、大学において健康状況の把握を必要とす

る特別の事由がある場合には、募集要項に具体的に記述する。この

場合でも、健康の状況を理由として不合格の判定を行うことについ

ては、疾病などにより志望学部等の教育の目的に即した履修に耐え

ないことが、入学後の保健指導等を考慮してもなお明白な場合に限

定し、真に教育上やむを得ない場合のほかは、これらの制限を行わ

ないものとする。 

 

 

 

 
 

 

 

 

(2) 障害等のある入学志願者に対しては、「障害者基本法」（昭和

45 年法律第 84 号）や「障害を理由とする差別の解消の推進に関す

る法律」（平成 25 年法律第 65 号）の趣旨に十分留意しつつ、その

能力・意欲・適性、学習の成果等を適切に評価・判定するために必

要な合理的配慮を行い、障害のない学生に比べて不利にならないよ

う配慮する。 

その際、令和５年３月に閣議決定された「第５次障害者基本計

画」、「障害のある学生の修学支援に関する検討会報告（第二次ま

とめ）について」（平成 29 年 3 月 29 日付け 28 文科高第 1229 号文

部科学省高等教育局長通知）や以下の例示を参考にするとともに、

「障害者等に係る欠格事由の適正化等を図るための医師法等の一部

を改正する法律の施行について」（平成 13 年 12 月 27 日付け 13 国

文科高第 11 号文部科学省高等教育局長通知）にも十分留意する。 

 

① 点字・拡大文字による出題、ICT 機器の活用、拡大解答用紙の

作成など 

② 特定試験場の設定、試験場への乗用車での入構、座席指定の工

夫など 

③ 試験時間の延長、文書による注意事項の伝達、試験室入り口ま

での付添者の同伴、介助者の配置など 

合理的配慮の内容を決定する際には、障害のある入学志願者一人

一人の個別のニーズを踏まえた建設的対話を行うこととし、事前相

談の時期や方法について十分配慮しつつ、相談窓口や支援担当部署

等を設置するなど事前相談体制の構築・充実に努める。 

 

また、「就学の機会均等確保の観点からの入学者選抜の在り方の

点検等について」（平成 28 年３月 31 日付け 27 文科初第 1796 号文

部科学省生涯学習政策局長・初等中等教育局長・高等教育局長通

知）を踏まえ、各大学において、入学者選抜の在り方の点検等を行

うなど適切に対応する。 

(3) 各大学は、障害等のある入学志願者に対し、アドミッション・ポ

リシー、募集人員、出願要件、出願手続、試験期日、試験方法、試

験場、入学検定料その他入学に要する経費の種類・額やその納入手

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 
 
 

 

(2) 障害等のある入学志願者に対しては，「障害者基本法」（昭和 45

年法律第 84 号）や「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法

律」（平成 25 年法律第 65 号）の趣旨に十分留意しつつ，その能

力・意欲・適性，学習の成果等を適切に評価・判定するために必要

な合理的配慮を行い，障害のない学生に比べて不利にならないよう

配慮する。 

その際，平成 30 年３月に閣議決定された「第４次障害者基本計

画」，「障害のある学生の修学支援に関する検討会報告（第二次ま

とめ）について」（平成 29 年 3 月 29 日付け 28 文科高第 1229 号文

部科学省高等教育局長通知）や以下の例示を参考にするとともに，

「障害者等に係る欠格事由の適正化等を図るための医師法等の一部

を改正する法律の施行について」（平成 13 年 12 月 27 日付け 13 国

文科高第 11 号文部科学省高等教育局長通知）にも十分留意する。 

 

① 点字・拡大文字による出題，ICT 機器の活用，拡大解答用紙の作

成など 

② 特定試験場の設定，試験場への乗用車での入構，座席指定の工

夫など 

③ 試験時間の延長，文書による注意事項の伝達，試験室入り口ま

での付添者の同伴，介助者の配置など 

合理的配慮の内容を決定する際には，障害のある入学志願者一人

一人の個別のニーズを踏まえた建設的対話を行うこととし，事前相

談の時期や方法について十分配慮しつつ，相談窓口や支援担当部署

等を設置するなど事前相談体制の構築・充実に努める。 

 

また，「就学の機会均等確保の観点からの入学者選抜の在り方の

点検等について」（平成 28 年３月 31 日付け 27 文科初第 1796 号文

部科学省生涯学習政策局長・初等中等教育局長・高等教育局長通

知）を踏まえ，各大学において，入学者選抜の在り方の点検等を行

うなど適切に対応する。 

(3) 各大学は，障害等のある入学志願者に対し，アドミッション・ポ

リシー，募集人員，出願要件，出願手続，試験期日，試験方法，試

験場，入学検定料その他入学に要する経費の種類・額やその納入手

続・期限など，出願等に必要な事項の伝達においても，合理的配慮

第 13 その他注意事項 

１ 健康状況の把握及び障害のある者等への配慮 

(1) 入学志願者の健康状況については、原則として、入学者選抜の判

定資料としないものとし、大学において健康状況の把握を必要とす

る特別の事由がある場合には、募集要項に具体的に記述する。この

場合でも、健康の状況を理由として不合格の判定を行うことについ

ては、疾病などにより志望学部等の教育の目的に即した履修に耐え

ないことが、入学後の保健指導等を考慮してもなお明白な場合に限

定し、真に教育上やむを得ない場合のほかは、これらの制限を行わ

ないものとする。 

   また、出欠の状況を推薦要件や合否判定の材料の一つとして活用

する際には、志願者本人に帰責されない身体・健康上の理由＊による

やむを得ない欠席日数があることを、志願者本人からの申し出や、

調査書への記載などを通じて把握した場合には、志願者本人が不利

益を被ることがないよう配慮すること。 
    ＊病気・事故等。例えば、新型コロナウイルス感染症のいわゆる罹患後症状と考えられる

症状や月経随伴症状等も含む。 

(2) 障害等のある入学志願者に対しては、「障害者基本法」（昭和 45

年法律第 84 号）や「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法

律」（平成 25 年法律第 65 号）の趣旨に十分留意しつつ、その能

力・意欲・適性、学習の成果等を適切に評価・判定するために必要

な合理的配慮を行い、障害のない学生に比べて不利にならないよう

配慮する。 

その際、令和５年３月に閣議決定された「第５次障害者基本計

画」、「障害のある学生の修学支援に関する検討会報告（第三次ま

とめ）について」（令和６年３月 22 日付５文科高第 2190 号文部科

学省高等教育局長通知）や以下の例示を参考にするとともに、「障

害者等に係る欠格事由の適正化等を図るための医師法等の一部を改

正する法律の施行について」（平成 13 年 12 月 27 日付け 13 国文科

高第 11 号文部科学省高等教育局長通知）にも十分留意する。 

① 点字・拡大文字による出題、ICT 機器の活用、拡大解答用紙の

作成など 

② 特定試験場の設定、試験場への乗用車での入構、座席指定の工

夫など 

③ 試験時間の延長、文書による注意事項の伝達、試験室入り口ま

での付添者の同伴、介助者の配置など 

合理的配慮の内容を決定する際には、障害のある入学志願者一人

一人の個別のニーズを踏まえた建設的対話を行うこととし、事前相

談の時期や方法について十分配慮しつつ、相談窓口や支援担当部署

等を設置するなど事前相談体制の構築・充実に努めるとともに、申

請手続きを明確に示しておくことが望ましい。 

また、「就学の機会均等確保の観点からの入学者選抜の在り方の

点検等について」（平成 28 年３月 31 日付け 27 文科初第 1796 号文

部科学省生涯学習政策局長・初等中等教育局長・高等教育局長通

知）を踏まえ、各大学において、入学者選抜の在り方の点検等を行

うなど適切に対応する。 

(3) 各大学は、障害等のある入学志願者に対し、アドミッション・ポ

リシー、募集人員、出願要件、出願手続、試験期日、試験方法、試

験場、入学検定料その他入学に要する経費の種類・額やその納入手

続・期限など、出願等に必要な事項の伝達においても、合理的配慮

を行うものとする。 

R6 以前の要項において予告の内容を既に反映した箇所、予告の内容をそのまま今回反映した箇所 

予告の内容を改定して今回変更した箇所、予告の内容に関わらず改訂した箇所 
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続・期限など、出願等に必要な事項の伝達においても、合理的配慮

を行うものとする。 

また、入試における配慮の内容や受入実績を募集要項やホームペ

ージ等に掲載するなど、情報アクセシビリティに配慮しつつ広く情

報を公開すること。 

２ 入試情報の取扱い 

(1) 個別学力検査における試験問題やその解答については、当該入試

の実施以降に受験者や次年度以降の入学志願者が学習上参考にでき

るようにするため、次のとおり取り扱うものとする。 

① 試験問題については、原則として公表するものとする。 

② 解答については、原則として公表するものとする。ただし、一

義的な解答が示せない記述式の問題等については、出題の意図又

は複数の若しくは標準的な解答例等を原則として公表するものと

する。 

なお、試験問題中の著作物の権利処理が困難である場合には、著

作物名を記述すること等により問題の内容が明らかになるよう努め

る。 

(2) 各大学は、受験者本人への成績開示や、入試方法の区分に応じた

受験者数、合格者数、入学者数等の入試情報の積極的開示に努め

る。また、試験の評価・判定方法についても、可能な限り情報開示

に努める。 

(3) (1)における公表及び(2)における受験者本人への成績開示を含む

情報の開示については、情報を入手する者の利便性の向上に十分に

努めるものとする。 

(4) 入学志願者の特定や出願資格・要件の確認、各種連絡等のために

必要な情報を除き、能力・意欲・適性等の評価・判定に用いない情

報を入学志願者に求めないこととするとともに、合格者の氏名や住

所、調査書に記載された内容等、各大学が選抜を通じて取得した個

人情報については、入学者選抜並びに必要に応じ入学後の学籍管

理、学修指導及び学生支援関係業務に限って利用するものとし、外

部への漏洩や目的外の利用等がないよう、その保護に十分留意しつ

つ、適正な取扱いに努める。 

３ 入学者選抜の実施に係るミスの防止 

各大学は、受験者に影響を与えることがないよう、業務の効率性に配

慮しつつ以下の対応を図ることなどにより、入学者選抜の実施に係るミ

スの防止に努めるものとする。 

(1) 学長のリーダーシップの下、入試担当の理事、副学長等が入試業

務全体を統括し、各学部等の入試担当と密接に連携するなど、入学

者選抜業務全般に係るガバナンス体制を構築するとともに、入学者

選抜のプロセス全体を把握した上で、入学者選抜に関するマニュア

ルの作成等により、業務全体のチェック体制を確立する。 

また、チェック体制を不断に点検するとともに、入学者選抜に関

わる全ての者にそれぞれの業務内容の周知徹底を行う。 

(2) 試験問題の点検においては、試験実施前に点検するだけではな

く、試験実施中及び実施後においても速やかに、作題者以外の者も

含めて、二重、三重に点検を行うこと等により、出題ミスの防止及

び早期発見に努める。 

また、学習指導要領や設定した出題範囲との関係について確認す

るとともに、問題の文面だけではなく、問題の内容や条件設定につ

いても確認するなど、受験者の立場に立ち、解答が導き出せるかな

を行うものとする。 

また，入試における配慮の内容や受入実績を募集要項やホームペ

ージ等に掲載するなど，情報アクセシビリティに配慮しつつ広く情

報を公開すること。 

 ２～９ （同左） 

 

また、入試における配慮の内容や受入実績を募集要項やホームペ

ージ等に掲載するなど、情報アクセシビリティに配慮しつつ広く情

報を公開すること。 

２ 入試情報の取扱い 

(1) 個別学力検査における試験問題やその解答については、当該入試

の実施以降に受験者や次年度以降の入学志願者が学習上参考にでき

るようにするため、次のとおり取り扱うものとする。 

① 試験問題については、原則として公表するものとする。 

② 解答については、原則として公表するものとする。ただし、一

義的な解答が示せない記述式の問題等については、出題の意図又

は複数の若しくは標準的な解答例等を原則として公表するものと

する。 

なお、試験問題中の著作物の権利処理が困難である場合には、著

作物名を記述すること等により問題の内容が明らかになるよう努め

る。 

(2) 各大学は、受験者本人への成績開示や、入試方法の区分に応じた

受験者数、合格者数、入学者数等の入試情報の積極的開示に努め

る。また、試験の評価・判定方法についても、可能な限り情報開示

に努める。 

(3) (1)における公表及び(2)における受験者本人への成績開示を含む

情報の開示については、情報を入手する者の利便性の向上に十分に

努めるものとする。 

(4) 入学志願者の特定や出願資格・要件の確認、各種連絡等のために

必要な情報を除き、能力・意欲・適性等の評価・判定に用いない情

報を入学志願者に求めないこととするとともに、合格者の氏名や住

所、調査書に記載された内容等、各大学が選抜を通じて取得した個

人情報については、入学者選抜並びに必要に応じ入学後の学籍管

理、学修指導及び学生支援関係業務に限って利用するものとし、外

部への漏洩や目的外の利用等がないよう、その保護に十分留意しつ

つ、適正な取扱いに努める。 

３ 入学者選抜の実施に係るミスの防止 

各大学は、受験者に影響を与えることがないよう、業務の効率性に配

慮しつつ以下の対応を図ることなどにより、入学者選抜の実施に係るミ

スの防止に努めるものとする。 

(1) 学長のリーダーシップの下、入試担当の理事、副学長等が入試業

務全体を統括し、各学部等の入試担当と密接に連携するなど、入学

者選抜業務全般に係るガバナンス体制を構築するとともに、入学者

選抜のプロセス全体を把握した上で、入学者選抜に関するマニュア

ルの作成等により、業務全体のチェック体制を確立する。 

また、チェック体制を不断に点検するとともに、入学者選抜に関

わる全ての者にそれぞれの業務内容の周知徹底を行う。 

(2) 試験問題の点検においては、試験実施前に点検するだけではな

く、試験実施中及び実施後においても速やかに、作題者以外の者も

含めて、二重、三重に点検を行うこと等により、出題ミスの防止及

び早期発見に努める。 

また、学習指導要領や設定した出題範囲との関係について確認す

るとともに、問題の文面だけではなく、問題の内容や条件設定につ

いても確認するなど、受験者の立場に立ち、解答が導き出せるかな

どについて点検を行う。 

(3) 試験の実施においては、教員及び事務職員が一体となり、緊急時

R6以前の要項において予告の内容を既に反映した箇所、予告の内容をそのまま今回反映した箇所 

予告の内容を改定して今回変更した箇所、予告の内容に関わらず改訂した箇所 

注 見直しに係る予告(令和３年 7 月)イメージ案の「(同左)」は、令和４年度大学入学者選抜実施要項の比較内容を示すものである。 
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どについて点検を行う。 

(3) 試験の実施においては、教員及び事務職員が一体となり、緊急時

の対応も含めた迅速性のある全学的な連絡体制を確立し、円滑な試

験実施に努める。 

(4) 採点及び合否判定においては、解答や電算処理のチェック体制を

確立し、その実施結果に誤りがないか点検・確認する。 

その際、電算処理については、予定していた処理が実際に実行さ

れていることも確認する。 

また、合否判定結果の公表等においては、追加合格者の決定も含

め、複数の担当者により二重、三重に点検を行う。 

(5) 外部から入学者選抜におけるミスに係る指摘等があった場合に

は、速やかに作題者以外の者も含めて組織的な体制で検証を実施す

るなど、適切に対応する。 

(6) 入学者選抜においてミスが生じた場合には、受験者に丁寧に対応

するとともに、ミスが生じた原因を分析し、再発防止策を策定し、

入学者選抜に関するマニュアル等の改善を行うなど、ミスの再発防

止に努める。 

４ 入学者選抜の公平性・公正性の確保 

(1) 入学者選抜は、中立かつ公平・公正に実施することを旨とし、試

験問題の漏洩や不適切な合否判定など入学者選抜の信頼性を損なう

事態が生ずることのないよう、学長を中心とした責任体制の明確

化、入学者選抜の実施に関する学内規程の整備、入試担当教職員の

選任における適格性の確保、研修の実施など実施体制の充実を図

る。 

また、入学者選抜の適正性を確保するため、学内で不正抑止が働

く体制や仕組みを設けるとともに、入学者選抜の実施に係る体制や

方法等に関して自己点検・評価を実施する。 

(2) 試験問題の作成において、外部の機関又は専門家の協力を得るこ

とについては、機密性、中立性、公平性・公正性の観点から十分慎

重に対応する。また、パーソナルコンピュータを用いて試験問題を

作成する際には、機密性の観点から第三者のアクセスを防止するた

めの措置を適切に講じるものとする。 

(3) 受験者の不正行為を防止するため、次のことに取り組むこと。 

① 不正行為に該当する行為及び罰則について、事前に整理をし、

その内容を募集要項等において周知すること。 

この他、各大学の判断により、例えば、不正行為については、

警察に被害届を提出する場合があることを周知することも考え

られること。 

② 受験者の所持品について、入試方法や受験者数など、大学の実

情に応じて、試験場に持ち込めないもの、試験時間中に使用で

きないもの又は身に付けることができないもの、大学が持ち込

みや使用を禁止しているものを試験時間中に発見した場合の取

扱い（不正行為として扱われる等）を募集要項等で明示してお

くこと。 

また、試験時間中に使用することを認めていない通信機器の試

験場への持ち込みを認める場合には、試験開始前に電源を切ら

せるとともに、大学の実情に応じて、例えば、鞄に収納させる

こと等についても説明を行うこと。 

③ 監督者が巡視を円滑に行うことができるよう、受験者の座席の

配置など試験室の設定の工夫を行うとともに、試験時間中は、

の対応も含めた迅速性のある全学的な連絡体制を確立し、円滑な試

験実施に努める。 

(4) 採点及び合否判定においては、解答や電算処理のチェック体制を

確立し、その実施結果に誤りがないか点検・確認する。 

その際、電算処理については、予定していた処理が実際に実行さ

れていることも確認する。 

また、合否判定結果の公表等においては、追加合格者の決定も含

め、複数の担当者により二重、三重に点検を行う。 

(5) 外部から入学者選抜におけるミスに係る指摘等があった場合に

は、速やかに作題者以外の者も含めて組織的な体制で検証を実施す

るなど、適切に対応する。 

(6) 入学者選抜においてミスが生じた場合には、受験者に丁寧に対応

するとともに、ミスが生じた原因を分析し、再発防止策を策定し、

入学者選抜に関するマニュアル等の改善を行うなど、ミスの再発防

止に努める。 

４ 入学者選抜の公平性・公正性の確保 

(1) 入学者選抜は、中立かつ公平・公正に実施することを旨とし、試

験問題の漏洩や不適切な合否判定など入学者選抜の信頼性を損なう

事態が生ずることのないよう、学長を中心とした責任体制の明確

化、入学者選抜の実施に関する学内規程の整備、入試担当教職員の

選任における適格性の確保、研修の実施など実施体制の充実を図

る。 

また、入学者選抜の適正性を確保するため、学内で不正抑止が働

く体制や仕組みを設けるとともに、入学者選抜の実施に係る体制や

方法等に関して自己点検・評価を実施する。 

(2) 試験問題の作成において、外部の機関又は専門家の協力を得るこ

とについては、機密性、中立性、公平性・公正性の観点から十分慎

重に対応する。また、パーソナルコンピュータを用いて試験問題を

作成する際には、機密性の観点から第三者のアクセスを防止するた

めの措置を適切に講じるものとする。 

(3) 受験者の不正行為を防止するため、次のことに取り組むこと。 

① 不正行為に該当する行為及び罰則について、事前に整理をし、

その内容を募集要項等において周知すること。 

この他、各大学の判断により、例えば、不正行為については、

警察に被害届を提出する場合があることを周知することも考えら

れること。 

② 受験者の所持品について、入試方法や受験者数など、大学の実

情に応じて、試験場に持ち込めないもの、試験時間中に使用でき

ないもの又は身に付けることができないもの、大学が持ち込みや

使用を禁止しているものを試験時間中に発見した場合の取扱い

（不正行為として扱われる等）を募集要項等で明示しておくこ

と。 

また、試験時間中に使用することを認めていない通信機器の試

験場への持ち込みを認める場合には、試験開始前に電源を切らせ

るとともに、大学の実情に応じて、例えば、鞄に収納させること

等についても説明を行うこと。 

③ 監督者が巡視を円滑に行うことができるよう、受験者の座席の

配置など試験室の設定の工夫を行うとともに、試験時間中は、静

謐な環境保持に十分に留意しながら、試験室内の巡視を適切に行

うこと。その際、巡視時に注意を要する観点（例えば、手の位

R6以前の要項において予告の内容を既に反映した箇所、予告の内容をそのまま今回反映した箇所 

予告の内容を改定して今回変更した箇所、予告の内容に関わらず改訂した箇所 
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静謐な環境保持に十分に留意しながら、試験室内の巡視を適切

に行うこと。その際、巡視時に注意を要する観点（例えば、手

の位置、受験生の目線等）を踏まえ、監督者等に周知しておく

こと。 

また、大学の実情に応じて必要な監督者や巡視を補助する人員

を確保すること。 

(4) 合否判定の方法や基準を明確に定め、あらかじめ募集要項等によ

り公表し、それを遵守する。合否判定は、中立かつ公平・公正な意

思決定が行われるよう教授会や入試委員会等の合議制の会議体で行

い、その際に用いる資料には、原則として評価・判定に用いない情

報は記載せず、又はマスキングを施す等の配慮をする。また、補欠

合格候補者の取扱い及び繰上合格に係る手続についてもあらかじめ

定めておく。 

(5) 次のような公平性・公正性を欠く不適切な合否判定は行わない。 

① 合否判定の方法や基準に基づかず恣意的に特定の受験者を合格

又は不合格としたり、それらの方法や基準に基づき決定した成績

の順番を恣意的に飛ばして合格又は不合格としたりすること。 

② 合理的理由がある場合を除き、性別、年齢、現役・既卒の別、

出身地域、居住地域等の属性を理由として一律に取扱いの差異を

設けること。 

 

 

 

 

 

これらは、正規合格者の決定のみならず、補欠合格候補者の決

定や繰上合格に係る手続においても同様である。 

(6) 大学が受験の勧誘を行う場合には、それをもって直ちに合格を確

約するものと誤解されることのないよう留意する。 

(7) 合格発表前に個別に受験者の保護者等の関係者と接触するなど、

入学者選抜の公平性・公正性を損なうような行為は厳に慎み、万

一、特定の受験者に対する特別な優遇や配慮を求める外部からの働

きかけや申出等があった場合には、大学として入学者選抜の公平

性・公正性を損なうことのないよう毅然と対応する。 

 ５ ICT を活用したオンラインによる試験の実施 

   入学志願者の居住地や各大学の実情等に応じ、ICT を活用したオンラ

インによる試験の実施（オンラインによる個別面接やプレゼンテーショ

ン、オンライン模擬授業を受講した上で、その内容に関するレポートの

提出、実技動画の提出等）等の工夫をする場合には、入学志願者による

利用環境の差異や技術的な不具合の発生等によって、特定の入学志願者

が不利益を被ることのないよう、例えば次のような配慮を行うととも

に、受験者の不正行為を未然に防止するため、不正行為の内容及び罰則

等について、募集要項に明記するなどの対応を行う。 

(1) 通信環境の不具合が生じ、試験続行が困難になった場合、当日

の時間を繰り下げ、又は予備日を設けて選抜を行う。 

(2) 入学志願者が通信環境を整えることができない場合、大学での

オンライン受験も可能とする。 

(3) 大学にサポートデスクなどの連絡窓口を設け、不測の事態に個

別に対応できるようにする。 

(4) ICT を活用して選抜を行う場合においても、障害等のある入学志

置、受験生の目線等）を踏まえ、監督者等に周知しておくこと。 

また、大学の実情に応じて必要な監督者や巡視を補助する人員

を確保すること。 

 

(4) 合否判定の方法や基準を明確に定め、あらかじめ募集要項等によ

り公表し、それを遵守する。合否判定は、中立かつ公平・公正な意

思決定が行われるよう教授会や入試委員会等の合議制の会議体で行

い、その際に用いる資料には、原則として評価・判定に用いない情

報は記載せず、又はマスキングを施す等の配慮をする。また、補欠

合格候補者の取扱い及び繰上合格に係る手続についてもあらかじめ

定めておく。なお、合理的配慮による代替措置等を行う場合につい

ては、評価方法を明確化することが望ましい。 

(5) 次のような公平性・公正性を欠く不適切な合否判定は行わない。 

① 合否判定の方法や基準に基づかず恣意的に特定の受験者を合格

又は不合格としたり、それらの方法や基準に基づき決定した成績

の順番を恣意的に飛ばして合格又は不合格としたりすること。 

② 合理的理由がある場合を除き、性別、年齢、現役・既卒の別、

出身地域、居住地域等の属性を理由として一律に取扱いの差異を

設けること。 

③ 合理的配慮を行っていることを理由に入学試験の結果を減点す

ることや、特定の科目が免除されているにもかかわらず、そのこ

とを考慮せずに一律に合計点を比較することによって、合理的配

慮を受けた受験生に対して不利な扱いをすること。 

これらは、正規合格者の決定のみならず、補欠合格候補者の決

定や繰上合格に係る手続においても同様である。 

(6) 大学が受験の勧誘を行う場合には、それをもって直ちに合格を確

約するものと誤解されることのないよう留意する。 

(7) 合格発表前に個別に受験者の保護者等の関係者と接触するなど、

入学者選抜の公平性・公正性を損なうような行為は厳に慎み、万

一、特定の受験者に対する特別な優遇や配慮を求める外部からの働

きかけや申出等があった場合には、大学として入学者選抜の公平

性・公正性を損なうことのないよう毅然と対応する。 

 ５ ICT を活用したオンラインによる試験の実施 

   入学志願者の居住地や各大学の実情等に応じ、ICT を活用したオンライ

ンによる試験の実施（オンラインによる個別面接やプレゼンテーショ

ン、オンライン模擬授業を受講した上で、その内容に関するレポートの

提出、実技動画の提出等）等の工夫をする場合には、入学志願者による

利用環境の差異や技術的な不具合の発生等によって、特定の入学志願者

が不利益を被ることのないよう、例えば次のような配慮を行うととも

に、受験者の不正行為を未然に防止するため、不正行為の内容及び罰則

等について、募集要項に明記するなどの対応を行う。 

(1) 通信環境の不具合が生じ、試験続行が困難になった場合、当日の

時間を繰り下げ、又は予備日を設けて選抜を行う。 

(2) 入学志願者が通信環境を整えることができない場合、大学でのオ

ンライン受験も可能とする。 

(3) 大学にサポートデスクなどの連絡窓口を設け、不測の事態に個別

に対応できるようにする。 

(4) ICT を活用して選抜を行う場合においても、障害等のある入学志

願者に必要な合理的な配慮を行う。 

６ 災害等の不測の事態への対応 

R6 以前の要項において予告の内容を既に反映した箇所、予告の内容をそのまま今回反映した箇所 

予告の内容を改定して今回変更した箇所、予告の内容に関わらず改訂した箇所 
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願者に必要な合理的な配慮を行う。 

６ 災害等の不測の事態への対応 

各大学は、入学志願者の進学の機会を確保する観点から、自然災害や

人為災害、感染症の全国的な拡大等により所定の日程による試験実施が

困難となる等の不測の事態に適切に対応できるよう、入学志願者への連

絡方法や問い合わせ窓口の設置、関係機関との連携・協力体制の構築、

相当数の者が当日に受験できなかった場合の対応等について、十分な検

討・準備を行う。 

特に、受験者が安心して受験に臨めるよう、各大学は次のことに取組

むこと。 

(1) 試験実施当日の安全対策について、必要に応じて警察や受験者が

利用する公共交通機関等と連携して対応すること。 

(2) 試験実施日には、入試方法や受験者数など大学の実情に応じて、

教職員の活用も含め、必要な警備要員を確保するとともに、試験場

周辺や試験場内の十分な巡回に努めること。 

(3) 警察や消防等の協力の下、警備体制や救助要請等に関する危機事

象発生時のマニュアル等を整備し、定期的に見直すこと。 

この他、各大学は、大学の実情に応じて、次のようなことについても

継続的に対応することが考えられる。 

(1) 試験実施当日の試験場周辺や試験場内において、受験者等が万が

一、不審者や不審物を発見した場合に、その通報を受けられる体制

を整えておくこと。 

(2) 自然災害や人為災害など不測の事態により、試験に遅刻した者

又は受験することができなかった者がいる場合には、試験時間の繰

り下げや別日程への振替等の対象とするなど、当該受験者の受験機

会の確保等に配慮すること。 

７ 感染症対策 

受験者が安心して受験に臨めるよう、各大学は、大学入学共通テス

ト、個別学力検査等の実施時期における感染症の流行状況等を踏まえ、

換気の確保や手洗い等の手指衛生の励行など感染症の 

特徴に応じた感染症対策を講じるものとする。 

８ 専門職大学及び専門職短期大学の入学者選抜 

専門職大学及び専門職短期大学の入学者選抜は、「専門職大学設置基

準」（平成 29 年文部科学省令第 33 号）、「専門職短期大学設置基準」

（平成 29 年文部科学省令第 34 号）及び「専門職大学及び専門職短期大

学の制度化等に係る学校教育法の一部を改正する法律等の公布につい

て」（平成 29 年 9 月 21 日付け 29 文科高第 542 号文部科学事務次官通

知）を踏まえ実施するものとする。 

９ 国際連携学科の入学者選抜 

(1) 外国の大学と連携して教育研究を実施するための学科（以下「国

際連携学科」という。）の学生は、我が国の大学と国際連携学科に

おいて連携して教育研究を実施する１以上の外国の大学（以下「連

携外国大学」という。）との二重在籍となることから、学校教育法

その他関係法令に規定する我が国の大学への入学資格を満たすとと

もに、あわせて、連携外国大学における入学資格についても満たす

必要があることに留意する。 

(2) 国際連携学科の入学者選抜は、本要項を踏まえるとともに、国際

連携学科の入学者選抜の実施方法等について、我が国の大学と連携

外国大学との協議により定め、適切に実施する。特に、入学者選抜

の実施方法等については、入学志願者保護の観点から可能な限り早

各大学は、入学志願者の進学の機会を確保する観点から、自然災害や

人為災害、感染症の全国的な拡大等により所定の日程による試験実施が

困難となる等の不測の事態に適切に対応できるよう、入学志願者への連

絡方法や問い合わせ窓口の設置、関係機関との連携・協力体制の構築、

相当数の者が当日に受験できなかった場合の対応等について、十分な検

討・準備を行う。 

特に、受験者が安心して受験に臨めるよう、各大学は次のことに取組

むこと。 

(1) 試験実施当日の安全対策について、必要に応じて警察や受験者が

利用する公共交通機関等と連携して対応すること。 

(2) 試験実施日には、入試方法や受験者数など大学の実情に応じて、

教職員の活用も含め、必要な警備要員を確保するとともに、試験場

周辺や試験場内の十分な巡回に努めること。 

(3) 警察や消防等の協力の下、警備体制や救助要請等に関する危機事

象発生時のマニュアル等を整備し、定期的に見直すこと。 

この他、各大学は、大学の実情に応じて、次のようなことについても

継続的に対応することが考えられる。 

(1) 試験実施当日の試験場周辺や試験場内において、受験者等が万

が一、不審者や不審物を発見した場合に、その通報を受けられる体

制を整えておくこと。 

(2) 自然災害や人為災害など不測の事態により、試験に遅刻した者又

は受験することができなかった者がいる場合には、試験時間の繰り

下げや別日程への振替等の対象とするなど、当該受験者の受験機会

の確保等に配慮すること。 

７ 感染症対策 

受験者が安心して受験に臨めるよう、各大学は、大学入学共通テス

ト、個別学力検査等の実施時期における感染症の流行状況等を踏まえ、

換気の確保や手洗い等の手指衛生の励行など感染症の特徴に応じた感染

症対策を講じるものとする。 

８ 専門職大学及び専門職短期大学の入学者選抜 

専門職大学及び専門職短期大学の入学者選抜は、「専門職大学設置基

準」（平成 29 年文部科学省令第 33 号）、「専門職短期大学設置基準」

（平成 29 年文部科学省令第 34 号）及び「専門職大学及び専門職短期大

学の制度化等に係る学校教育法の一部を改正する法律等の公布につい

て」（平成 29 年 9 月 21 日付け 29 文科高第 542 号文部科学事務次官通

知）を踏まえ実施するものとする。 

９ 国際連携学科の入学者選抜 

(1) 外国の大学と連携して教育研究を実施するための学科（以下「国

際連携学科」という。）の学生は、我が国の大学と国際連携学科に

おいて連携して教育研究を実施する１以上の外国の大学（以下「連

携外国大学」という。）との二重在籍となることから、学校教育法

その他関係法令に規定する我が国の大学への入学資格を満たすとと

もに、あわせて、連携外国大学における入学資格についても満たす

必要があることに留意する。 

(2) 国際連携学科の入学者選抜は、本要項を踏まえるとともに、国際

連携学科の入学者選抜の実施方法等について、我が国の大学と連携

外国大学との協議により定め、適切に実施する。特に、入学者選抜

の実施方法等については、入学志願者保護の観点から可能な限り早

期の周知に努める。 

10 外国人を対象とした入試 

R6 以前の要項において予告の内容を既に反映した箇所、予告の内容をそのまま今回反映した箇所 

予告の内容を改定して今回変更した箇所、予告の内容に関わらず改訂した箇所 
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令和６年度大学入学者選抜実施要項 見直し予告（令和３年７月）イメージ案 令和７年度大学入学者選抜実施要項（案） 

期の周知に努める。 

10 外国人を対象とした入試 

(1) 私費外国人留学生の入試に当たっては、「外国人留学生の適切な

受入れ及び在籍管理の徹底等について（通知）」（令和５年４月４

日付け５高参国第６号文部科学省高等教育局参事官（国際担当）通

知）に基づき、入学志願者が真に修学を目的とし、その目的を達す

るための十分な能力・意欲・適性等を有しているかを適切に判定す

ること。特に、日本語など必要な能力の基準（日本語で授業を行う

場合、日本語能力試験Ｎ２レベル相当以上が目安）を明確化し、適

正な水準を維持することが重要である。また、国際交流等の推進の

観点から、独立行政法人日本学生支援機構が実施する「日本留学試

験」の積極的な活用や、当該試験を利用した渡日前入学許可の実施

について配慮することが望ましい。 

   特に入学志願者にかかる負担軽減の観点から、外国人入学志願者

の選抜については、ICT を活用したオンラインによる試験の実施等

の工夫により、可能な限り渡航を伴わない方法により実施するなど

の工夫に配慮する。 

(2) 個別学力検査の実施教科・科目及び試験方法等の決定・発表は、

試験期日の６ヶ月以上前に行うとともに、募集要項の発表も出願に

必要な期間を考慮して行う。 

(3) 国際バカロレア資格取得者、アビトゥア資格取得者、バカロレア

（フランス共和国）資格取得者及びジェネラル・サーティフィケー

ト・オブ・エデュケーション・アドバンスト・レベル資格取得者に

ついて、これらの資格を国内で取得した場合であっても、外国にお

いて取得した場合と同様の取扱いをするよう配慮することが望まし

い。 

11 その他 

(1) 各大学は、入試に関する研究委員会を設け、入学者の追跡調査等

により、選抜の妥当性・信頼性の検証を行い、その成果を入試に反

映させることが望ましい。 

(2) 学校推薦型選抜等の実施に際しては、高等学校及び中等教育学校

のみならず、高等部を置く特別支援学校及び我が国の高等学校の課

程と同等の課程又は相当する課程を有するものとして文部科学大臣

が認定又は指定した在外教育施設並びに文部科学大臣の指定を受け

た専修学校高等課程の学科の出身者等についても対象とするよう配

慮する。 

(3) 各大学は、入学手続をとった者に対し、必要に応じ、これらの者

の出身高等学校と協力しつつ、入学までに取り組むべき課題を課す

など、入学後の学修のための準備をあらかじめ講ずるよう努める。

特に 12 月以前に入学手続をとった者に対しては、積極的に当該措

置を講ずることとする。 

また、学校推薦型選抜の場合、高等学校による推薦段階だけでは

なく、合格決定後も、推薦を行った高等学校の指導の下に、例え

ば、入学予定者に対して大学入学までの学習計画を立てさせ、その

取組状況等を、高等学校を通じ大学に報告させるなど、高大連携し

た取組を行うことが望ましい。 

なお、当該措置を講じる場合は、その旨を募集要項に記述する。

その際、アドミッション・ポリシーとの関連に留意する。 

(4) 秋季入学等、４月以外の入学時期に係る大学入学者選抜の実施に

当たり、募集人員の規模、選抜時期、募集対象者については、本要

(1) 私費外国人留学生の入試に当たっては、「外国人留学生の適切な

受入れ及び在籍管理の徹底等について（通知）」（令和６年４月４

日付け６高参国第４号文部科学省高等教育局参事官（国際担当）通

知）に基づき、入学志願者が真に修学を目的とし、その目的を達す

るための十分な能力・意欲・適性等を有しているかを適切に判定す

ること。特に、日本語など必要な能力の基準（日本語で授業を行う

場合、日本語能力試験Ｎ２レベル相当以上が目安）を明確化し、適

正な水準を維持することが重要である。また、国際交流等の推進の

観点から、独立行政法人日本学生支援機構が実施する「日本留学試

験」の積極的な活用や、当該試験を利用した渡日前入学許可の実施

について配慮することが望ましい。 

   特に入学志願者にかかる負担軽減の観点から、外国人入学志願者

の選抜については、ICT を活用したオンラインによる試験の実施等

の工夫により、可能な限り渡航を伴わない方法により実施するなど

の工夫に配慮する。 

(2) 個別学力検査の実施教科・科目及び試験方法等の決定・発表は、

試験期日の６ヶ月以上前に行うとともに、募集要項の発表も出願に

必要な期間を考慮して行う。 

(3) 国際バカロレア資格取得者、アビトゥア資格取得者、バカロレア

（フランス共和国）資格取得者及びジェネラル・サーティフィケー

ト・オブ・エデュケーション・アドバンスト・レベル資格取得者に

ついて、これらの資格を国内で取得した場合であっても、外国にお

いて取得した場合と同様の取扱いをするよう配慮することが望まし

い。 

11 その他 

(1) 各大学は、入試に関する研究委員会を設け、入学者の追跡調査等

により、選抜の妥当性・信頼性の検証を行い、その成果を入試に反

映させることが望ましい。 

(2) 学校推薦型選抜等の実施に際しては、高等学校及び中等教育学校

のみならず、高等部を置く特別支援学校及び我が国の高等学校の課

程と同等の課程又は相当する課程を有するものとして文部科学大臣

が認定又は指定した在外教育施設並びに文部科学大臣の指定を受け

た専修学校高等課程の学科の出身者等についても対象とするよう配

慮する。 

(3) 各大学は、入学手続をとった者に対し、必要に応じ、これらの者

の出身高等学校と協力しつつ、入学までに取り組むべき課題を課す

など、入学後の学修のための準備をあらかじめ講ずるよう努める。

特に 12 月以前に入学手続をとった者に対しては、積極的に当該措置

を講ずることとする。 

また、学校推薦型選抜の場合、高等学校による推薦段階だけでは

なく、合格決定後も、推薦を行った高等学校の指導の下に、例え

ば、入学予定者に対して大学入学までの学習計画を立てさせ、その

取組状況等を、高等学校を通じ大学に報告させるなど、高大連携し

た取組を行うことが望ましい。 

なお、当該措置を講じる場合は、その旨を募集要項に記述する。

その際、アドミッション・ポリシーとの関連に留意する。 

(4) 秋季入学等、４月以外の入学時期に係る大学入学者選抜の実施に

当たり、募集人員の規模、選抜時期、募集対象者については、本要

項を踏まえて各大学において適切に判断するとともに、各大学は入

学志願者の能力・意欲・適性等に応じて選抜がなされるよう、主と

R6以前の要項において予告の内容を既に反映した箇所、予告の内容をそのまま今回反映した箇所 

予告の内容を改定して今回変更した箇所、予告の内容に関わらず改訂した箇所 
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令和６年度大学入学者選抜実施要項 見直し予告（令和３年７月）イメージ案 令和７年度大学入学者選抜実施要項（案） 

項を踏まえて各大学において適切に判断するとともに、各大学は入

学志願者の能力・意欲・適性等に応じて選抜がなされるよう、主と

して書類審査、面接等を組み合わせるといった方法を用いるなど、

入試方法の多様化、評価尺度の多元化に努めることにより、多面

的・総合的に評価・判定する。 

第 14 備考 

この要項は、令和５年度に実施する令和６年度大学入学者選抜に適用

する。 

なお、この要項により実施し難い事情のある大学は、募集要項の発表

前に、（募集要項の発表後に募集要項のとおり実施し難い事態が生じた

場合には、速やかに、）文部科学省高等教育局大学教育・入試課大学入

試室に連絡する。 

 

して書類審査、面接等を組み合わせるといった方法を用いるなど、

入試方法の多様化、評価尺度の多元化に努めることにより、多面

的・総合的に評価・判定する。 

第 14 備考 

この要項は、令和６年度に実施する令和７年度大学入学者選抜に適用

する。 

なお、この要項により実施し難い事情のある大学は、募集要項の発表

前に、（募集要項の発表後に募集要項のとおり実施し難い事態が生じた

場合には、速やかに、）文部科学省高等教育局大学教育・入試課大学入

試室に連絡する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R6 以前の要項において予告の内容を既に反映した箇所、予告の内容をそのまま今回反映した箇所 

予告の内容を改定して今回変更した箇所、予告の内容に関わらず改訂した箇所 
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令和６年度大学入学者選抜実施要項（案） 見直し予告（令和３年７月）イメージ案 令和７年度大学入学者選抜実施要項（案） 

（別紙様式１） 

 

（別紙様式１） 

 

（別紙様式１）  

「各教科・科⽬の観点別学習状況」の項⽬は直ちには設けない。 

※各教科・科目の観点別学習状況の項目は直ちに設けることはせず、今後

の高等学校における観点別学習状況の評価の充実の状況、大学におけ

る観点別学習状況の活用方法の検討の進展等を見極めつつ、条件が整

い次第可能な限り早い段階で調査書に項目を設けることを目指し、引き続

き高等学校・大学関係者において検討を行うこととする。（「大学入学者選

抜における多面的な評価の在り方に関する協力者会議」（審議のまとめ）） 



 

 

 19 

 
 

 

 
 

 

 

  

各学校が定めた評価の観点のうち、⽣徒の学習状況に顕著な事項がある
場合などに、⽣徒にどのような⼒が⾝に付いたかを端的に記述する。 

⽂章記述を改め、各学校が設定した観点に照らして⼗分満⾜
できる活動状況にあると判断される場合、○印を記⼊する。 

要点を箇条書きするなど、その記載事項を必要最⼩限にとどめる。その際、
⽣徒の特徴・特技や学校外の活動等については、原則として、学習指導
等を進めていく上で必要な情報として精選して指導要録に記述された内容
を基に記⼊する。 

現在、各⼤学は、志願者が⼤学の指定する特定の分野（保健体育、芸
術、家庭、情報等）において、特に優れた学習成果を上げたことを備考欄に
記載するよう求めることができるが、これらの事項については調査書以外の資
料で、志願者本⼈から直接⼤学に提出する。 
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令和６年度大学入学者選抜実施要項（案） 見直し予告（令和３年７月）イメージ案 令和７年度大学入学者選抜実施要項（案） 
調査書記入上の注意事項等について 

 

１ 調査書は、高等学校生徒指導要録（以下、「指導要録」という。）等に

基づき、この様式により作成すること。ただし、様式の枠の大きさや文字

の大きさは任意とする。 

２ 調査書は、個人的主観にとらわれたり、特別の作為を加えたりすること

のないように作成すること。 

３ 調査書は、ホームルーム担当教員等が原案を作成し、関係教員をもって

組織した調査書作成に関する委員会の審議を経て、高等学校長が作成し、

その責任において、大学に提出すること。 

４ 調査書は、日本産業規格Ａ４判（210 × 297mm）上質紙（57.5kg程度）

とし、表裏の両面を使って作成すること。なお、枚数は任意とする。 

５ 上段※印欄は、大学において必要な事項を記入するための欄とし、高等

学校では記入しないこと。 

６ 「氏名」、「現住所」、「学校名」に係る欄は、必要事項を記入すると

ともに、該当項目を○で囲むか、該当項目のみを直接記入すること。 

なお、編入学及び転入学の場合は、その学年を（  ）内に記入するこ

ととし、専門教育を主とする学科については、農業、水産、工業、商業、

家庭、音楽等の別及び各科別を、例えば工業に関する学科の機械科の場合

（工・機械）のように、（  ）内に記入すること。 

また、学年による教育課程の区分を設けない全日制、定時制及び通信

制の課程においては、「学年」を「年度」と読み替えること。（以下同

じ。） 

 

７ 「各教科・科目等の学習の記録」の欄は、高等学校在学中の全学年につ

いて、次のように記入すること。 

(1) 「教科・科目」の欄の教科名及び科目名は、指導要録に基づいて記

入すること。 

「教科・科目」の欄については、各学科に共通する各教科・科目、

主として専門学科において開設される各教科・科目の別が明確に区分

されるよう記載すること。 

(記入例略) 

 

なお、留学については、「総合的な学習の時間」の欄の下の空欄に

「留学」と記載すること。 

また、特別支援学校における自立活動又は高等学校等においてこ

の内容を参考として行われる特別の教育課程による障害に応じた特

別の指導（いわゆる通級による指導）については、「総合的な学習

の時間」の欄の下の空欄に「自立活動」と記載すること。特別の教

育課程による日本語指導については、「総合的な学習の時間」の欄

の下の空欄に「日本語指導」と記載すること。 

空欄不足の場合は、紙を貼り足してもよい。 

(2) 「修得単位数の計」の欄は、修得を認定した学年ごとの単位数の計

を記入すること。この場合、卒業見込みの者で、最終学年の修得単位

が未決定である場合には、当該学年における履修単位を修得したもの

として計算すること。 

なお、留学に係る修得単位数については、高等学校長が修得を認定

した単位数を記入すること。 

(3) 「評定」の欄は、５、４、３、２、１の５段階で表示すること。 

また、留学に係る評定については、外国の高等学校の発行する成績

調査書記入上の注意事項等について 

 

１～３ （同左） 

 

 

 

 

 

 

 

４ 調査書は、日本産業規格Ａ４判（210 × 297mm）上質紙（57.5kg 程度）

とし、表裏の両面１枚を使って作成すること。 

５～８ （同左） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査書記入上の注意事項等について 

 

１ 調査書は、高等学校生徒指導要録（以下、「指導要録」という。）等に

基づき、この様式により作成すること。ただし、様式の枠の大きさや文字

の大きさは任意とする。 

２ 調査書は、個人的主観にとらわれたり、特別の作為を加えたりすること

のないように作成すること。 

３ 調査書は、ホームルーム担当教員等が原案を作成し、関係教員をもって

組織した調査書作成に関する委員会の審議を経て、高等学校長が作成し、

その責任において、大学に提出すること。 

４ 調査書は、日本産業規格Ａ４判（210 × 297mm）上質紙（57.5kg程度）

とし、表裏の両面１枚を使って作成すること。 

５ 上段※印欄は、大学において必要な事項を記入するための欄とし、高等

学校では記入しないこと。 

６ 「氏名」、「現住所」、「学校名」に係る欄は、必要事項を記入すると

ともに、該当項目を○で囲むか、該当項目のみを直接記入すること。 

なお、編入学及び転入学の場合は、その学年を（  ）内に記入するこ

ととし、専門教育を主とする学科（以下「専門学科」という。）について

は、農業、水産、工業、商業、家庭、音楽等の別及び各科別を、例えば工

業に関する学科の機械科の場合（工・機械）のように、（  ）内に記入

すること。 

また、学年による教育課程の区分を設けない全日制、定時制及び通信

制の課程においては、「学年」を「年度」と読み替えること。（以下同

じ。） 

７ 「各教科・科目等の学習の記録」の欄は、高等学校在学中の全学年につ

いて、次のように記入すること。 

(1) 「教科・科目」の欄の教科名及び科目名は、指導要録に基づいて記

入すること。 

「教科・科目」の欄については、各学科に共通する各教科・科目、

主として専門学科において開設される各教科・科目の別が明確に区分

されるよう記載すること。 

(記入例略) 

 

なお、留学については、「総合的な探究の時間」の欄の下の空欄に

「留学」と記載すること。 

また、特別支援学校における自立活動又は高等学校等においてこ

の内容を参考として行われる特別の教育課程による障害に応じた特

別の指導（いわゆる通級による指導）については、「総合的な探究

の時間」の欄の下の空欄に「自立活動」と記載すること。特別の教

育課程による日本語指導については、「総合的な探究の時間」の欄

の下の空欄に「日本語指導」と記載すること。 

空欄不足の場合は、紙を貼り足してもよい。 

(2) 「修得単位数の計」の欄は、修得を認定した学年ごとの単位数の計

を記入すること。この場合、卒業見込みの者で、最終学年の修得単位

が未決定である場合には、当該学年における履修単位を修得したもの

として計算すること。 

なお、留学に係る修得単位数については、高等学校長が修得を認定

した単位数を記入すること。 

(3) 「評定」の欄は、５、４、３、２、１の５段階で表示すること。 

また、留学に係る評定については、外国の高等学校の発行する成績

注 見直しに係る予告(令和３年 7 月)イメージ案の「(同左)」は、令和４年度大学入学者選抜実施要項の比較内容を示すものである。 
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や在籍、科目履修に関する証明書又はその写し（高等学校長が原本と

相違ないことを証明したもの）を添付し、記入を要しないこととす

る。 

(4) 卒業見込みの者で、最終学年の成績が未決定である場合は、当該学

年における直近の成績を総合し、高等学校として判定した成績を、最

終学年の成績として記入すること。 

(5) 国際バカロレア・ディプロマ・プログラムの科目に係る調査書の扱

いについては、指導要録に記載する内容に基づき、「２．各教科・科

目等の学習の記録」の「教科・科目」、「評定」及び「修得単位数の

計」の欄に記載すること（「国際バカロレア・ディプロマ・プログラ

ム認定校における教育課程の基準の特例の一部を改正する告示の施行

について」(令和元年12月26日付け文部科学省大臣官房国際課・初等

中等教育局教育課程課・高等教育局大学振興課通知)（以下「通知」

という。）参照）。 

８ 「各教科の学習成績の状況」及び「全体の学習成績の状況」の欄につい

ては、次のように記入すること。なお、留学に係る修得単位について

は、算入する必要がない。 

(1) 各教科の学習成績の状況の欄に記載する教科名について、各学科に

共通する各教科・主として専門学科において開設される各教科で同一

の名称がある場合には、それぞれ「共」・「専」を教科名に併記する

こと。 

(2) 各教科の学習成績の状況は、指導要録に基づき、各教科ごとに各科

目の評定の合計数を各教科の評定数で除した数値（小数点以下第２位

を四捨五入）を記入すること。 

なお、例示以外の履修教科は、空欄を利用し記載すること。また、

空欄不足の場合は、紙を貼り足してもよい。 

（計算例略） 

 

 

 

 

(3) 国際バカロレア・ディプロマ・プログラムの科目に係る調査書の扱

いについては、国際バカロレア・ディプロマ・プログラムの科目等の

履修及び単位の修得をもって高等学校学習指導要領の科目の履修及び

単位の修得とみなしている場合又は代替している場合についても、そ

れらに係る学校設定科目等の評定を含めて学習成績の状況を算出する

こと（通知参照）。 

(4) 全体の学習成績の状況は、指導要録に基づき、すべての教科・科目

の評定の合計数をすべての評定数で除した数値（小数点以下第２位を

四捨五入）を記入すること。 

（計算例略） 

 

９ 「学習成績概評」及び「成績段階別人数」の欄は、次のように記入する

こと。 

(1) 「学習成績概評」の欄は、高等学校における同一学年生徒全員（ただ

し、教育課程の異なる類型のある場合は類型別、専門教育を主とする学

科の場合は科別）の３か年間（ただし、定時制及び通信制の課程で修業

年限が３年を超えるものにあっては当該期間）における全体の学習成績

の状況を次の区分に従って、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅの５段階に分け、その

生徒の属する成績段階を記入すること。 

  （表略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 「学習成績概評」及び「成績段階別人数」の欄は、次のように記入する

こと。 

(1) （同左） 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

や在籍、科目履修に関する証明書又はその写し（高等学校長が原本と

相違ないことを証明したもの）を添付し、記入を要しないこととす

る。 

(4) 卒業見込みの者で、最終学年の成績が未決定である場合は、当該学

年における直近の成績を総合し、高等学校として判定した成績を、最

終学年の成績として記入すること。 

(5) 国際バカロレア・ディプロマ・プログラムの科目に係る調査書の扱

いについては、指導要録に記載する内容に基づき、「２．各教科・科

目等の学習の記録」の「教科・科目」、「評定」及び「修得単位数の

計」の欄に記載すること（「国際バカロレア・ディプロマ・プログラ

ム認定校における教育課程の基準の特例の一部改正に伴う指導要録及

び調査票の取扱いについて」（令和4年3月31日付け文部科学省初等中

等教育局教育課程課・高等教育局大学振興課事務連絡）（以下「事務

連絡」という。）参照）。 

８ 「各教科の学習成績の状況」及び「全体の学習成績の状況」の欄につい

ては、次のように記入すること。なお、留学に係る修得単位については、

算入する必要がない。 

(1) 各教科の学習成績の状況の欄に記載する教科名について、各学科に

共通する各教科・主として専門学科において開設される各教科で同一

の名称がある場合には、それぞれ「共」・「専」を教科名に併記する

こと。 

(2) 各教科の学習成績の状況は、指導要録に基づき、各教科ごとに各科

目の評定の合計数を各教科の評定数で除した数値（小数点以下第２位

を四捨五入）を記入すること。 

なお、例示以外の履修教科は、空欄を利用し記載すること。また、

空欄不足の場合は、紙を貼り足してもよい。 

（計算例略） 

 

(3) 国際バカロレア・ディプロマ・プログラムの科目に係る調査書の扱

いについては、国際バカロレア・ディプロマ・プログラムの科目等の

履修及び単位の修得をもって高等学校学習指導要領の科目の履修及び

単位の修得とみなしている場合又は代替している場合についても、そ

れらに係る学校設定科目等の評定を含めて学習成績の状況を算出する

こと（事務連絡参照）。 

(4) 全体の学習成績の状況は、指導要録に基づき、すべての教科・科目

の評定の合計数をすべての評定数で除した数値（小数点以下第２位を

四捨五入）を記入すること。 

（計算例略） 

 

９ 「学習成績概評」及び「成績段階別人数」の欄は、次のように記入する

こと。 

(1) 「学習成績概評」の欄は、高等学校における同一学年生徒全員（ただ

し、教育課程の異なる類型のある場合は類型別、専門学科の場合は科

別）の３か年間（ただし、定時制及び通信制の課程で修業年限が３年を

超えるものにあっては当該期間）における全体の学習成績の状況を次の

区分に従って、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅの５段階に分け、その生徒の属する

成績段階を記入すること。 

  （表略） 

 

（削除） 

 

注 見直しに係る予告(令和３年 7 月)イメージ案の「(同左)」は、令和４年度大学入学者選抜実施要項の比較内容を示すものである。 
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(2) 大学が希望する場合、学習成績概評Ａに属する生徒のうち、人物、学

力ともに特に優秀な者については、「学習成績概評」の欄にⒶ（マル

Ａ）と標示することができる。 

この場合、高等学校長は「備考」の欄にその理由を明示しなければ

ならないものとする。 

(3) 「成績段階別人数」の欄は、各段階に属する人数とその合計を、「Ａ

○○人、Ｂ○○人、Ｃ○○人、Ｄ○○人、Ｅ○○人、合計○○人」のよ

うに記入すること。 

また、(1)により、類型別又は科別に記入した場合は、「合計」の欄

に同一学年生徒の合計数を（  ）内に記入すること。 

13 「総合的な学習の時間の内容・評価」の欄には、「総合的な学習の時

間」における当該生徒の活動内容及びその評価を文章で各学年ごとに具体

的に記入すること。その際には、各学校が設定した評価の観点及びそれに

基づいた評価が記述されることが望ましい。 

なお、職業教育を主とする専門学科において「総合的な学習の時間」の

全てを「課題研究」等の履修によって代替したことにより、「総合的な学

習の時間」を履修していない生徒については、当該欄に斜線を引くこと。 

11 「特別活動の記録」の欄には、特別活動における生徒の活動状況につい

て主な事実及び所見を記入すること。 

(1) 事実の記入に当たっては、例えば、下記の事項が考えられること。 

所属する係名や委員会名、生徒会活動や学校行事における役割の分

担など、活動の状況についての事実に関すること。 

(2) 所見の記入に当たっては、例えば下記の事項が考えられること。 

① その生徒個人として比較的優れている点など、特別活動全体を通

して見られる生徒の特徴に関すること。 

② 当該学年において、その当初と学年末とを比較し、活動の状況の

進歩が著しい場合、その状況に関すること。 

12 「指導上参考となる諸事項」の欄には、指導要録の同欄の記載事項のう

ち、(1)～(6)については以下のとおり記載すること。なお、枠の大きさや

文字の大きさは任意とする。 

(1) 各教科・科目及び総合的な学習の時間の学習における特徴等につい

ては、各教科・科目等に関する学習状況の様子や特徴（積極性など）

を具体的に記載すること。 

(2) 行動の特徴、特技等については、(1)以外の学校内外における活動の

状況や特徴（積極性など）を記載すること。 

(3) 部活動、ボランティア活動、留学・海外経験等については、部活動

やボランティア活動等の具体的な取組内容、実施期間、その活動にお

ける特徴等を記載すること。 

(4) 取得資格、検定等については、民間や専門高校の校長会等が実施す

る資格・検定の内容、取得スコア、取得年次、取得時期等を記載する

こと。 

(5) 表彰・顕彰等の記録については、各種大会やコンクール等の内容や

時期等について記載すること。特に、国際バカロレアなど国際通用性

のある大学入学資格試験における成績や科学オリンピック等における

成績等を記載することが望ましい。 

(6) その他、生徒が自ら関わってきた諸活動、生徒の成長の状況に関わ

る所見など、特に必要と認められる事項等について記入すること。 

上記(1)～(6)について、無い場合はその旨明示すること。その際、複数

の学年を通じた記入が適当である場合は、各学年ごとの記入を要しない。 

なお、留学に該当する場合は、留学期間及び留学先の国名、学校名を記

 

 

 

 

(2) （同左） 

 

 

 

 

11 「総合的な探究の時間の記録」の欄には、指導要録と同様に、総合的な

探究の時間に行った学習活動及び各学校が自ら定めた評価の観点を記入し

た上で、生徒の学習状況に顕著な事項がある場合などにその特徴を記入す

る等、生徒にどのような力が身に付いたかを端的に記入することとする。 

なお、職業教育を主とする専門学科において「総合的な学習の時間」の

全てを「課題研究」等の履修によって代替したことにより、「総合的な学

習の時間」を履修していない生徒については、当該欄に斜線を引くこと。 

12 「特別活動の記録」の欄には、指導要録と同様に、各学校が設定した観

点を記入した上で、各活動・学校行事ごとに、評価の観点に照らして十分

に満足できる活動の状況にあると判断される場合には、○印を記入するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

13 「指導上参考となる諸事項」の欄には、指導要録と同様に、要点を箇条

書きするなど、その記載事項を必要最小限にとどめることとする。その

際、生徒の特徴・特技や学校外の活動等については、原則として、学習指

導等を進めていく上で必要な情報として精選して指導要録に記述された内

容を基に記入することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記入する内容が、無い場合はその旨明示すること。その際、複数の学年

を通じた記入が適当である場合は、各学年ごとの記入を要しない。 

なお、留学に該当する場合は、留学期間及び留学先の国名、学校名を記

入すること。また、休学については、校長が許可した期間を記入するこ

と。 

 

 

 

(2) 「成績段階別人数」の欄は、各段階に属する人数とその合計を、「Ａ

○○人、Ｂ○○人、Ｃ○○人、Ｄ○○人、Ｅ○○人、合計○○人」のよ

うに記入すること。 

また、(1)により、類型別又は科別に記入した場合は、「合計」の欄

に同一学年生徒の合計数を（  ）内に記入すること。 

10 「総合的な探究の時間の記録」の欄には、指導要録と同様に、総合的な

探究の時間に行った学習活動及び各学校が自ら定めた評価の観点を記入し

た上で、生徒の学習状況に顕著な事項がある場合などにその特徴を記入す

る等、生徒にどのような力が身に付いたかを端的に記入することとする。 

なお、職業教育を主とする専門学科において「総合的な探究の時間」の

全てを「課題研究」等の履修によって代替したことにより、「総合的な探

究の時間」を履修していない生徒については、当該欄に斜線を引くこと。 

また、「総合的な探究の時間」の全てを理数の「理数探究基礎」又は

「理数探究」の履修によって代替したことにより、「総合的な探究の時

間」を履修していない生徒の場合も、当該欄に斜線を引くこと。 

 

11 「特別活動の記録」の欄には、指導要録と同様に、各学校が設定した観

点を記入した上で、各活動・学校行事ごとに、評価の観点に照らして十分

に満足できる活動の状況にあると判断される場合には、○印を記入するこ

と。 

 

 

12 「指導上参考となる諸事項」の欄には、指導要録と同様に、要点を箇条

書きするなど、その記載事項を必要最小限にとどめることとする。その

際、生徒の特徴・特技や学校外の活動等については、原則として、学習指

導等を進めていく上で必要な情報として精選して指導要録に記述された内

容を基に記入することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記入する内容が、無い場合はその旨明示すること。その際、複数の学年

を通じた記入が適当である場合は、各学年ごとの記入を要しない。 

なお、留学に該当する場合は、留学期間及び留学先の国名、学校名を記

入すること。また、休学については、校長が許可した期間を記入するこ

と。 

13 「備考」の欄には、学校教育法施行規則第85条等の規定に基づき、学習

注 見直しに係る予告(令和３年 7 月)イメージ案の「(同左)」は、令和４年度大学入学者選抜実施要項の比較内容を示すものである。 
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入すること。また、休学については、校長が許可した期間を記入するこ

と。 

14 「備考」の欄には、大学の希望により当該大学の学部等に対する能力・

適性等について、特に高等学校長が推薦できる生徒についてはその旨記入

すること。 

また、学校教育法施行規則第85条等の規定に基づき、学習指導要領によ

らない特別な教育課程の編成を行っている高等学校並びに同規則第103条

第１項に基づく単位制による課程を置く高等学校にあっては、その旨明示

すること。 

 

なお、国際バカロレア・ディプロマ・プログラムの科目に係る調査書の

扱いについては、指導要録に記載する内容に基づき、「備考」の欄に記載

すること（通知、「国際バカロレア・ディプロマ・プログラムの科目にお

ける学習指導要領の内容事項等の取扱いに係る調査結果について」（令和

元年12月26日付け文部科学省大臣官房国際課・初等中等教育局教育課程課

事務連絡）及び「国際バカロレア・ディプロマ・プログラムの科目におけ

る学習指導要領の内容事項等の取扱いに係る調査結果について（令和2年3

月30日時点）」（令和2年3月30日付け文部科学省大臣官房国際課・初等中

等教育局教育課程課・高等教育局大学振興課事務連絡）参照）。 

 

 

また、「備考」の欄に記載することが困難な場合は、「備考」の欄に

「別紙参照」と明記の上、別紙を添付し対応すること。 

10 「出欠の記録」の欄は、指導要録該当欄の記載事項を転記するものとす

るが、卒業見込みの者の最終学年の欄は、直近の学期末（ないしは、最終

学年の成績を判定した時点）現在における出欠の状況を記入し、その旨を

備考欄に明示すること。 

15 記載責任者職氏名は、必ず記載し、押印すること。 

なお、記載内容を訂正した場合は、訂正箇所に校長の印を押印するとと

もに、欄外に加除字数を表示すること。また、紙を貼り足した場合も、校

長の印で割印をとること。 

16 必履修教科・科目の未履修があった場合の調査書については、次のとお

り取り扱うものとする。 

なお、この取扱いは、①「平成19年度大学入学者選抜における調査書の

取扱い等について」（平成18年11月２日付け18文科高第427号文部科学省高

等教育局長・文部科学省生涯学習政策局長通知）より前に高等学校を卒業

した者及び中途退学をした者、及び②「平成20年度大学入学者選抜におけ

る調査書の取扱い等について」（平成19年12月21日付け19高大振第66号文

部科学省高等教育局大学振興課長・文部科学省生涯学習政策局生涯学習推

進課長通知）に該当する者に係るものとする。 

(1) 未履修教科・科目の「評定」の欄については空白とする。（なお、

「修得単位数の計」については、記載すること。） 

(2) 「各教科の学習成績の状況」の欄及び「全体の学習成績の状況」の欄

については、未履修教科・科目を除いて算定した数値を記入すること。 

(3) 「備考」の欄については、下記内容を記載すること。 

① 未履修教科・科目名。 

② 未履修は、生徒の責に帰すべき事由によるものではないこと。 

③ 学習成績の状況は未履修科目を除いて算定していること。 

17 その他、令和６年度大学入学者選抜における調査書については、次のと

おり取り扱うものとする。 

(1) 新型コロナウイルス感染症対策の影響により、大会や資格・検定試

14 「備考」の欄には、学校教育法施行規則第 85 条の規定に基づき、教育課

程編成上の特例の適用を受けている研究開発学校及びスーパーサイエンス

ハイスクール並びに同規則第 103 条第１項に基づく単位制による課程を置

く高等学校にあっては、その旨明示すること。スーパーグローバルハイス

クール等に関する記載についても、その旨明示すること。 

 

なお、国際バカロレア・ディプロマ・プログラムの科目に係る調査書の

扱いについては、指導要録に記載する内容に基づき、「備考」の欄に記載

すること（通知、「国際バカロレア・ディプロマ・プログラムの科目にお

ける学習指導要領の内容事項等の取扱いに係る調査結果について」（令和

元年 12 月 26 日付け文部科学省大臣官房国際課・初等中等教育局教育課程

課事務連絡）及び「国際バカロレア・ディプロマ・プログラムの科目にお

ける学習指導要領の内容事項等の取扱いに係る調査結果について（令和 2

年 3 月 30 日時点）」（令和 2 年 3月 30 日付け文部科学省大臣官房国際

課・初等中等教育局教育課程課・高等教育局大学振興課事務連絡）参

照）。 

 

また、「備考」の欄に記載することが困難な場合は、「備考」の欄に

「別紙参照」と明記の上、別紙を添付し対応すること。 

10 （同左） 

 

 

 

15 及び 16 （同左） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

指導要領によらない特別な教育課程の編成を行っている高等学校並びに同

規則第103条第１項に基づく単位制による課程を置く高等学校にあって

は、その旨明示すること。 

 

 

 

 

なお、国際バカロレア・ディプロマ・プログラムの科目に係る調査書の

扱いについては、指導要録に記載する内容に基づき、「備考」の欄に記載

すること（事務連絡参照）。 

 

また、「備考」の欄に記載することが困難な場合は、「備考」の欄に

「別紙参照」と明記の上、別紙を添付し対応すること。 

14 「出欠の記録」の欄は、指導要録該当欄の記載事項を転記するものとす

るが、卒業見込みの者の最終学年の欄は、直近の学期末（ないしは、最終

学年の成績を判定した時点）現在における出欠の状況を記入し、その旨を

備考欄に明示すること。 

15 記載責任者職氏名は、必ず記載し、押印すること。 

なお、記載内容を訂正した場合は、訂正箇所に校長の印を押印するとと

もに、欄外に加除字数を表示すること。また、紙を貼り足した場合も、校

長の印で割印をとること。 

16 必履修教科・科目の未履修があった場合の調査書については、次のとお

り取り扱うものとする。 

なお、この取扱いは、①「平成19年度大学入学者選抜における調査書の

取扱い等について」（平成18年11月２日付け18文科高第427号文部科学省高

等教育局長・文部科学省生涯学習政策局長通知）より前に高等学校を卒業

した者及び中途退学をした者、及び②「平成20年度大学入学者選抜におけ

る調査書の取扱い等について」（平成19年12月21日付け19高大振第66号文

部科学省高等教育局大学振興課長・文部科学省生涯学習政策局生涯学習推

進課長通知）に該当する者に係るものとする。 

(1) 未履修教科・科目の「評定」の欄については空白とする。（なお、

「修得単位数の計」については、記載すること。） 

(2) 「各教科の学習成績の状況」の欄及び「全体の学習成績の状況」の欄

については、未履修教科・科目を除いて算定した数値を記入すること。 

(3) 「備考」の欄については、下記内容を記載すること。 

① 未履修教科・科目名。 

② 未履修は、生徒の責に帰すべき事由によるものではないこと。 

③ 学習成績の状況は未履修科目を除いて算定していること。 

17 その他、令和７年度大学入学者選抜における調査書については、次のと

おり取り扱うものとする。 

(1) 新型コロナウイルス感染症対策の影響により、大会や資格・検定試

験等の中止・延期等により、調査書の特別活動及び指導上参考となる

諸事項の欄が記載できない場合は、その理由を付した上で、当初参加

を予定していた大会名や資格・検定試験名などを記載すること（例：

「○○○に参加予定であったが、新型コロナウイルス感染症の影響に

より中止。」）。 

(2) 出欠の記録に関する記載事項のうち出席停止・忌引き等の日数は、

記載しない。出席停止・忌引き等の日数が推測できるため、授業日数

も同様に記載しない。ただし、調査書作成に係るシステムの改修を要

する場合などで、相当の負担が生じるなど、それが困難な場合には、

従前の方法により調査書を作成することができる。 

注 見直しに係る予告(令和３年 7 月)イメージ案の「(同左)」は、令和４年度大学入学者選抜実施要項の比較内容を示すものである。 
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験等の中止・延期等により、調査書の特別活動及び指導上参考となる

諸事項の欄が記載できない場合は、その理由を付した上で、当初参加

を予定していた大会名や資格・検定試験名などを記載すること（例：

「○○○に参加予定であったが、新型コロナウイルス感染症の影響に

より中止。」）。 

(2) 出欠の記録に関する記載事項のうち出席停止・忌引き等の日数は、

記載しない。出席停止・忌引き等の日数が推測できるため、授業日数

も同様に記載しない。ただし、調査書作成に係るシステムの改修を要

する場合などで、相当の負担が生じるなど、それが困難な場合には、

従前の方法により調査書を作成することができる。 

(3) 「令和３年度までに高等学校及び特別支援学校高等部に入学した生

徒に係る指導要録の「出欠の記録」における記載事項の取扱いについ

て」（令和３年10月６日付け３文科初第1178号文部科学省初等中等教

育局長通知）により、指導要録の「出欠の記録」の「備考」の欄にオ

ンラインを活用した特例の授業の参加日数を記載することとされたこ

とを踏まえ、調査書の「出欠の記録」の「備考」の欄にも同様に、オ

ンラインを活用した特例の授業の参加日数について記載する。 

(3) 「令和３年度までに高等学校及び特別支援学校高等部に入学した生

徒に係る指導要録の「出欠の記録」における記載事項の取扱いについ

て」（令和３年10月６日付け３文科初第1178号文部科学省初等中等教

育局長通知）により、指導要録の「出欠の記録」の「備考」の欄にオ

ンラインを活用した特例の授業の参加日数を記載することとされたこ

とを踏まえ、調査書の「出欠の記録」の「備考」の欄にも同様に、オ

ンラインを活用した特例の授業の参加日数について記載する。 

 




